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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

３．当半期報告書は、当社が最初に提出する半期報告書であるため、第90期中以前の中間連結会計期間について

は記載していません。 

回次 第89期中 第90期中 第91期中 第89期 第90期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） ― ― 1,484,588 2,450,679 2,763,668 

経常利益（百万円） ― ― 29,848 56,599 79,594 

中間（当期）純利益又は当期純損

失（△）（百万円） 
― ― 13,642 3,737 △5,894 

純資産額（百万円） ― ― 311,310 310,257 294,272 

総資産額（百万円） ― ― 2,232,316 2,273,895 2,228,574 

１株当たり純資産額（円） ― ― 16,289.10 14,800.03 15,242.32 

１株当たり中間（当期）純利益又は

１株当たり当期純損失(△)（円） 
― ― 769.50 135.90 △427.05 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
― ― ― ― ― 

自己資本比率（％） ― ― 13.9 13.6 13.2 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
― ― △17,246 189,728 86,533 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
― ― △17,178 △53,237 △4,298 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
― ― △53,092 △86,170 △135,664 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
― ― 115,965 256,752 203,484 

従業員数（人） 

〔外、平均臨時雇用者数〕 

― 

[－] 

― 

[－] 

7,881 

[2,566] 

8,242 

[2,897] 

8,034 

[2,632] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の金額については、潜在株式が存在しないため記載していま

せん。 

３．当半期報告書は、当社が最初に提出する半期報告書であるため、第90期中以前の中間会計期間については記

載していません。 

２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

回次 第89期中 第90期中 第91期中 第89期 第90期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） ― ― 1,289,892 2,025,993 2,321,786 

経常利益（百万円） ― ― 22,557 19,133 30,598 

中間（当期）純利益又は当期純損

失（△）（百万円） 
― ― 24,420 1,014 △5,884 

資本金（百万円） ― ― 38,800 38,800 38,800 

発行済株式総数（千株） ― ― 23,780 23,780 23,780 

純資産額（百万円） ― ― 268,649 285,351 243,839 

総資産額（百万円） ― ― 2,055,361 1,762,041 2,038,901 

１株当たり純資産額（円） ― ― 13,741.28 12,315.18 12,230.43 

１株当たり中間純利益又は１株当

たり当期純損失（△）（円） 
― ― 1,413.14 △11.65 △406.44 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
― ― ― ― ― 

１株当たり中間（年間）配当額 

（円） 
― ― ― 7.5 7.5 

自己資本比率（％） ― ― 13.1 16.2 12.0 

従業員数（人） 

〔外、平均臨時雇用者数〕 

― 

[－] 

― 

[－] 

4,511 

[153] 

3,499 

[287] 

4,796 

[137] 



３【関係会社の状況】 

(1) 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

(2) 当中間連結会計期間において、以下の関係会社が清算しました。 

  

(3) 当中間連結会計期間において、以下の関係会社は当社が所有する株式を売却し出資関係を解消しました。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有
割合又は被所
有割合（％） 

関係内容 

 （連結子会社） 

ＩＳエレクトロー

ド・マテリアルズ㈱ 

東京都千代田区  250 
 透明電極材料の

製造・販売 
51.0 

当社に透明電極材

料を販売してい

る。 

貸付金…484百万円 

設備の賃貸借…無 

 （持分法適用会社） 

 ㈱プライムポリマー 
東京都港区  20,000 

 石油化学製品の

製造・販売 
35.0 

当社から原料を購

入している。 

貸付金…………無 

設備の賃貸借…無 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有
割合又は被所
有割合（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

宗像海運㈱ 
 東京都港区 50  海運業 100.0 

当社の石油製品の

輸送を行ってい

る。 

貸付金…………無 

設備の賃貸借…無  

（持分法適用会社） 

出光ディーエスエム

㈱ 

 千葉県市原市 100  合成ゴムの製造  50.0 

当社から原料を購

入している。 

貸付金…………無 

設備の賃貸借…無 

名称 住所 資本金 
主要な事業の内

容 

議決権の所有
割合又は被所
有割合（％） 

関係内容 

（持分法適用会社） 

日本ジーエムティー㈱ 

三重県 

四日市市 
 150百万円

ガラス繊維強

化商品の製

造・販売  

32.0 

  

当社から原料を購

入している。 

貸付金…………無 

設備の賃貸借…無 

（持分法適用会社）

Policarbonatos do Brasil S.A. 
 Brasil 29,910千リアル

ポリカーボネ

ートの製造・

販売  

33.3 
貸付金…………無 

設備の賃貸借…無 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載していま

す。 

(2）提出会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に外数で記載しています。 

２．前事業年度末に比べ従業員数が285人減少していますが、これは当社のポリオレフィン事業を三井化学㈱との

合弁会社㈱プライムポリマーへ継承するため平成17年４月１日に会社分割を行い、それに伴い従業員が同社に

出向したことが主な要因です。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

石油製品 
  5,287 

 〔2,478〕 

石油化学製品 
  1,759 

    〔46〕 

石油開発 
   61 

   〔 2〕 

その他 
  774 

   〔40〕 

合計 
 7,881 

〔2,566〕 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 
  4,511 

   〔153〕 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績概要 

 当中間連結会計期間のわが国経済は、輸出の鈍化やＩＴ関連分野の在庫調整等のマイナス要因もありましたが、

堅調な民間設備投資や個人消費などに支えられ、踊り場を脱して緩やかな回復軌道にあります。 

 一方、原油価格は世界的な需要増加に、ハリケーンの影響による米国での供給懸念等が加わり、ドバイ原油は過

去最高値を記録、当中間連結会計期間の平均価格は前年同期を16.8ドル上回る51.6ドルと大幅な上昇となりまし

た。 

 また為替レートは、日米金利差拡大などから円安・ドル高傾向で推移し、原油高と相まって供給コストの上昇要

因となりました。 

 石油製品需要は、石油化学向けのナフサ、堅調な航空輸送需要に支えられたジェット燃料や春先の気温低下によ

って灯油等は増加したものの、産業用の軽油、重油等は価格上昇の影響もあって減少し、全体ではほぼ前年同期並

みとなりました。 

 石油化学製品需要は、ナフサ等原料高の影響による価格上昇にもかかわらず、中国をはじめアジアで引き続き堅

調でした。 

  以上により当社グループ（当社及び連結子会社を含めて「当社グループ」と総称します）の当中間連結売上高

は、原油価格の上昇などにより１兆4,845億円となりました。当中間連結経常利益は石油化学製品部門、石油開発

部門が好調だったことなどから298億円となり、当中間連結純利益は136億円となりました。 

 なお、当半期報告書は当社が最初に提出する半期報告書であるため、前中間連結会計期間との比較分析は行って

いません。 

 事業の種類別セグメント別の業績は以下のとおりです。 

 ①石油製品部門 

 燃料油事業では、原油急騰を受けてコスト上昇分の価格への反映に努めてまいりましたが、ガソリンで９割、産

業用油種で７割程度の反映に止まりました。 

 ＳＳリテール向け販売は、店頭でのルックカスタマー活動を進めるなど販売力強化を推進したこと、「出光カー

ドまいどプラス」の発券活動により累計100万件を超える会員を獲得したことなどから堅調に推移しました。 

 一方、産業用油種ではジェット燃料が前年同期を上回る販売数量となったものの、Ａ重油は採算販売を徹底した

こと、Ｃ重油は電力向け販売の減少によりそれぞれ前年同期を下回りました。  

 供給面では十勝沖地震で被害を受けた北海道製油所の10万トン原油タンク２基の浮屋根の二重構造化工事が８月

末に完了し、約２年ぶりに全装置がフル稼動に移行しました。 

 エネルギーソリューション事業では、愛知製油所に加え７月から北海道製油所でも北海道電力㈱向けにＩＰＰの

営業運転を開始しました。燃料電池開発では、ＬＰガス型家庭用燃料電池の一般家庭における実証運転を開始した

ほか、灯油型家庭用燃料電池では当社中央研究所内での試験運転を行うなど、本格的普及に向けさらに開発を進め

ます。 

 潤滑油事業では、国内販売は前年同期並みとなりましたが、海外では好調なアジア経済を背景に現地進出日系企

業の需要を確実に捕捉し販売増加となりました。 

 石油ガス（ＬＰＧ）事業では出光ガスアンドライフ㈱と三菱商事㈱のＬＰガス部門および三菱液化ガス㈱との事

業統合に向けた具体的検討を行っています。 

 以上の結果、石油製品部門の当中間連結会計期間における売上高は１兆1,184億円となり、営業損失は77億円と

なりました。  



②石油化学製品部門 

 原料であるナフサ価格が原油高騰に伴って当中間連結会計期間平均475ドル／トンと前年同期比105ドル／トンの

大幅な上昇となり、製品価格の是正対応を取らざるを得ない状況が続きました。一方、需要面ではアジア市場で中

国の強い引合いが続くなど、全般に堅調でした。 

 この様な環境のもと、４月に三井化学㈱との合弁会社㈱プライムポリマーが営業を開始、ポリオレフィン事業で

の規模拡大とシナジー効果の発揮を目指します。また、石油製品部門とのインテグレーション強化のため組織変更

と事務部門の集約を進めました。 

 化成品事業では、中国等の好調な需要を背景とした販売増加に加え、アジア・国内市況共に高水準を保ったた

め、収益は向上しました。 

 機能性樹脂事業は、中国の需要が著しく拡大、また需給逼迫感から市況が上昇し、収益が改善しました。 

 加工製品・その他事業では、原料価格が上昇する中、価格是正に取り組みましたがコスト上昇分を完全に回収す

るには至りませんでした。しかしながら、機能性分野の拡大や、プロテイン事業で、新規商品の開発と基盤商品の

市場展開を着実に進めるなど、高付加価値分野へのシフトにより好調な業績を上げることができました。 

 以上の結果、石油化学製品部門の当中間連結会計期間における売上高は2,677億円となり、営業利益は169億円と

なりました。 

③石油開発部門 

 石油開発部門では、フラム油田の生産増はあったもののスノーレ油田においてガス漏れ事故による一時的な生産

減少があり、当中間期原油生産量は564万バレルとなりました。 

 一方、探鉱面では昨年６月の入札を通じてノルウェー政府より取得した新鉱区（当社権益比率20％）でガス層を

発見したほか、既保有２鉱区の試掘でも石油・ガスを確認しました。また、10月には現地法人Idemitsu Petroleum

Norge ASが同政府より探鉱・開発・生産で主導的な役割を担うオペレーター資格を得ました。 

 以上の結果、石油開発部門の当中間連結会計期間における売上高は280億円となり、営業利益は154億円となりま

した。 

④その他部門 

 石炭事業では、オーストラリアのエンシャム鉱山の増産により、生産量は414万トンとなりました。また、高品

位炭の埋蔵が確認されている同国ニューサウスウェールズ州のボガブライ鉱区（当社権益比率100％）への開発投

資を決定し平成18年度中にも生産を開始する予定です。 

 ウラン事業では、カナダのシガー・レイク鉱山の平成19年度生産開始に向け順調に開発を進めています。 

 電子材料事業では、有機ＥＬが携帯電話、携帯音楽プレーヤー等への採用が進み、売上高は大幅増加となりまし

た。また、透明電極材料ＩＺＯでは住友金属鉱山㈱との共同出資会社ＩＳエレクトロード・マテリアルズ㈱が４月

より営業を開始し、需要増加に対応し迅速かつ安定的な供給体制を構築しました。 

 以上の結果、その他部門の当中間連結会計期間における売上高は703億円となり、営業利益は47億円となりまし

た。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、1,159億円となりま

した。主な増減要因は以下のとおりです。 

 なお、当半期報告書は当社が最初に提出する半期報告書であるため、前中間連結会計期間との比較分析は行って

いません。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益333億円、仕入債務の増加額710億円等の増加要

因があったものの、原油・製品価格の上昇等によるたな卸資産の増加額884億円、法人税等の支払額200億円等の減

少要因があったため、172億円の支出となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入59億円等の増加要因があったものの、有

形固定資産の取得による支出279億円等の減少要因が上回ったため、171億円の支出となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、530億円の支出となりました。これは、原油価格の上昇を受けて、必要

運転資金が増加したことにともなう短期借入金の増加が545億円あったものの、長期借入金の返済額が新規借入額

を1,068億円上回ったことによるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１．上記の金額は、製造会社は製品生産額、石油開発部門、その他部門は販売金額によって記載をしています。

２．上記の金額には消費税等は含まれていません。 

３．当半期報告書は当社が最初に提出する半期報告書であるため、前中間連結会計期間との比較分析は行ってい

ません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれていません。 

２．当半期報告書は当社が最初に提出する半期報告書であるため、前中間連結会計期間との比較分析は行ってい

ません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１.「主な相手先別の販売実績」に該当する販売相手先はないため、記載を省略しています。 

２．上記の金額には消費税等は含まれていません。 

３．各部門の販売実績は、外部顧客への売上高を記載しています。 

４．当半期報告書は当社が最初に提出する半期報告書であるため、前中間連結会計期間との比較分析は行ってい

ません。 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

 （自 平成17年４月１日 

   至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

石油製品（百万円） 730,248 － 

石油化学製品（百万円） 225,557 － 

石油開発（百万円） 31,023 － 

その他（百万円） 21,854 － 

区分 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

その他 11,487 － 12,224 － 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

 （自 平成17年４月１日 

   至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

石油製品（百万円） 1,118,422 － 

石油化学製品（百万円） 267,743 － 

石油開発（百万円） 28,095 － 

その他（百万円） 70,327 － 

合計 1,484,588 － 



３【対処すべき課題】 

(1)経営環境 

 わが国経済は、企業収益力の回復による設備投資の拡大や、雇用環境の改善から個人消費が堅調に推移するな

ど、景気の踊り場脱出が鮮明となりました。原油価格の高騰や米国景気軟化といったリスク要因はありますが、緩

やかながらも景気は安定的な回復軌道に乗るものと見込まれます。 

 一方、原油価格はアジア諸国の堅調な需要を背景に、今後とも高水準で推移することが予想されます。 

 国内における石油製品需要は、価格上昇による省エネや効率化の進展、他のエネルギーへの転換の影響を受け、

当面横這い程度の推移と見込まれます。また、国内市場の国際化も進み、とりわけアジア市場との関わりを強めて

いくと考えられます。 

(2)対処すべき課題 

 上記のような環境下、当社グループは平成17年５月に策定した第２次連結中期経営計画（平成17～20年度）に掲

げた「安定的かつ持続的成長の実現」を目標として下記の課題に取り組んでまいります。 

①基盤事業での安定したキャッシュ・フローの確保 

ア．エネルギー効率の向上による精製用コスト削減やさらなる合理化・スリム化を進めるとともに、原油価格上昇

を反映した適正な販売価格の確保に努めます。 

イ．石油精製と石油化学のインテグレーションを強化し、原油及び石油化学原料の最適選択や既存設備の効率的活

用を進めます。 

ウ．平成17年度より本格展開しているブランド活動や、利便性を提供する「出光カードまいどプラス」の発券活動

などを通じ、ＳＳリテール分野での競争力向上を図ります。また、顧客密着型ネットワーク活用によるマーケ

ティング力強化を進めます。 

エ．石油ガス事業では三菱商事㈱の石油ガス部門、三菱液化ガス㈱との事業統合を進めており、スケールメリット

とシナジー効果を追求し競争力を強化します。 

②高付加価値事業の積極的拡大 

ア．潤滑油事業では平成17年３月のタイに続き、11月にはインドネシアで新工場が竣工しました。当社グループの

技術を活かし高機能商品を世界同一品質で供給することで、成長著しいアジアをはじめ海外での販売拡大を目

指します。 

イ．電子材料事業では、有機ＥＬ材料の販売拡大を進めるとともに、透明電極材料の分野では住友金属鉱山㈱との

合弁会社ＩＳエレクトロード・マテリアルズ㈱を軌道に乗せ、更に市場開拓を進めます。 

③資源事業の拡大 

ア．石油開発では、既存油田の中長期的視点で生産量の維持・拡大に努めてまいります。またノルウェー、ベトナ

ムでの新規探鉱活動を推進します。 

イ．石炭事業ではオーストラリア既存鉱山の増産を図るとともに、新たにボガブライ鉱区の開発を進め平成18年度

生産開始を目指します。 

ウ．ウラン事業ではカナダのシガー・レイク鉱山の平成19年度生産開始に向け取組みを進めます。 

④ＣＳＲへの取組み 

 ＣＳＲへの取組みを強化するために、平成17年４月経営企画室内に「ＣＳＲグループ」を設置しました。地球温

暖化をはじめとした環境問題に積極的に取り組むことはもとより、法令遵守、ステークホルダーとの信頼関係の強

化など、企業活動全体を通じ社会への貢献を目指します。 

⑤安全の確保 

 経営の根幹を支えるものとして安全操業を最重要課題と位置づけ、地域社会をはじめとするステークホルダーの

信頼に応えます。北海道製油所原油タンクの改造などハード面に加え、ソフト面でも、保安管理統括部署として本

社に安全環境技術課の設置や、各製油所にはプロセス安全専任担当者を配置するなど、設備に潜在する危険の発掘

能力向上と保安事故の未然防止を図ってまいります。また、防災対策の作成や防災訓練等、事故後の対応について

も強化します。 

⑥上場に向けた取組み 

 平成17年10月に取引先に引き受けを頂き、合計約740億円の第三者割当による新株式発行および自己株式の売出

しを実施しました。上場に向けて、「安定したキャッシュ・フローの確保と事業の成長性の両立」という目標の達

成を目指すとともに、情報開示をはじめとした体制整備を進めてまいります。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

  当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 



５【研究開発活動】 

 当社グループは、石油製品、石油化学製品さらには新規事業創出のための研究開発に取組んでいます。現在、図に

示した研究開発体制の下、それぞれの部署が密接な連携のもとに研究開発活動を推進しています。 

 当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は65億円です。 

 （出光グループの研究開発体制） 

 （研究開発分野） 

  

(1)  石油製品部門 

  燃料油事業では、クリーン燃料の安定供給、また石油精製装置自体の燃料消費量を低減することによる省エネルギ

ー化と排出ＣＯ２量の削減を図るために、燃料油製造触媒の機能をさらに向上させる研究を進めています。具体的に

は、ガソリン製造用触媒への脱硫（硫黄を取り除く）機能の付与や、これまでより低い装置温度で硫黄を取り除くこ

とができる高性能な軽油超深度脱硫触媒の開発に取り組んでいます。また、製油所のゼロエミッションを推進するた

め、再生利用しやすい触媒の研究開発も進めており、重油直接脱硫触媒については平成18年度より実証運転を計画し

ています。 

 クリーンで高効率なエネルギー変換システムとして期待される燃料電池（ＦＣ：fuel cell）に関しては、ＬＰ

Ｇ・灯油を用いた燃料電池の開発に取り組んでいます。当中間連結会計期間は、㈱コロナと共同で開発した、灯油か

ら水素を取り出す高性能な改質器を組み込んだ家庭用灯油型燃料電池システムの試作機を完成させ、中央研究所（千

葉県袖ヶ浦市）敷地内に新たに開設したＦＣテクノプラザに設置して実証運転を開始しました。また、経済産業省の

主導で今年度から始まった「定置用燃料電池大規模実証事業」等に参加して、全国10ヶ所の一般家庭において、ＬＰ

Ｇ型燃料電池システムの実証運転を開始しました。今後、実証運転サイトの数を増やし、引き続き、燃料電池の事業

化に向け準備を行っていく予定です。 

 潤滑油事業では、地球環境保全、自動車や工場の省エネルギー、安全及び長寿命のニーズを先取りした商品・技術

の開発を推進する一方、海外展開や末端ユーザーを視野に入れた商品の開発も進めています。具体的には、自動車の

排気ガス新長期規制に対応する潤滑油基材の開発や、省燃費を目的とした車の新機構に対応できる潤滑油の開発に取

組んでいます。工業関係では、地球温暖化対策として炭酸ガス新冷媒対応の冷凍機油に代表される環境対応商品、生

分解性油、環境対応型多機能加工油、省エネ作動油、長寿命グリース等の開発を推進しました。 

 当部門に係る研究開発費は19億円です。 

  



(2) 石油化学製品部門 

 石油化学製品部門では、競争力強化に向けた現行技術の改良・新規材料の開発を推進しています。 

 機能化学品事業では、ＩＣチップのさらなる高集積化に好適な、フォトレジスト樹脂用モノマーをはじめとしたア

ダマンタン誘導体（アダマンタン：ダイヤモンド骨格を有する炭化水素化合物を基本構造とした種々の化学合成物）

展開を積極的に推進しています。アダマンタン誘導体の特性（絶縁性、耐熱性、透明性）を活かしながら、これまで

に蓄積してきた知見を駆使し、特に半導体関連材料、光学材料などのＩＴ分野で、お客様のニーズに合致したアダマ

ンタン誘導体を開発・提供しています。また、メタロセン触媒による独自のポリオレフィン製造技術を用いた新規液

状高級オレフィンを開発しました。この物質は炭素数20以上の炭化水素化合物に低温流動性と低揮発性を付加したも

ので、従来の炭素数20以上のアルファ－オレフィンが室温下で凝固してしまうのに対し、同じ室温下でも十分な流動

性を有しています。この従来品にない優れた物性はお客様からも大変ユニークであるとの評価をいただいており、今

後新たな用途開発を行ってまいります。 

 機能性樹脂事業では、高い耐熱特性をもつＰＰＳ（ポリフェニレンサルファイド）に独自の複合化技術を適用し、

コピー、プリンタ、デジタル複合機等のＯＡ機器部品（軸受け、ギア等）を開発しました。金属であったこれらの部

品を樹脂化することで、軽量化と生産性向上および複雑な形状への対応が可能になり、お客様にご好評をいただいて

います。また、優れた耐熱性および耐薬品性を持つＳＰＳ（シンジオタクチックポリスチレン）は洗濯乾燥機やジャ

ーポット、掃除機などの部品として需要を拡大するとともに、電子機器の鉛フリー化（鉛を使わないハンダで機器を

製造する：溶融する温度が高く、構成部品には優れた耐熱性が必要）にも貢献しています。さらにポリカーボネート

（ＰＣ）は、用途開発を通じて蓄積した光制御技術（透過、反射、拡散）や外観制御技術により、ＬＣＤ・ＬＥＤ材

料、波長制御特殊照明カバー、ゲーム機筐体等で競争力のある材料を提供し、採用実績を着実に拡大しています。ま

た、独自の難燃技術をベースとしたＰＣの開発や、リサイクルＰＣの積極的な再利用など、環境対応への取り組みも

積極的に進めています。 

 加工製品事業では、天然物素材を独自技術で微粉化した「プロテインパウダー」をベースに独創的な加工製品を開

発、販売しています。例えば、絹の微粉化パウダーを配合したコート材はインクの乗りが大変優れており、インクジ

ェットプリンターで印刷するタイプのＤＶＤやＣＤのラベル面のコート材として世界需要の８割以上のシェアを有し

ています。また、卵殻膜の微粉化パウダーをベースにした繊維処理剤は、卵殻膜に含まれるアミノ酸による優れた肌

活性効果が認められ、女性用下着や各種ジーンズ、ズボン等に採用されました。さらに、独自技術による新しい抗

菌・防カビ剤「コーキンマスター」（商品名）を開発し、これを配合した業務用カーペット洗剤として販売を開始し

ました。コーキンマスターの優れた抗菌・防カビ性能と高い安全性をご活用いただけるよう、日用品、衣料から家電

製品、自動車部品に至るまで幅広く用途開発を実施しています。つづいて、易開封性容器「マジックトップ」（商品

名）は密封性と開封性の向上により大手米飯メーカーに、業界トップシェアを誇るチャック袋用チャックテープ「プ

ラロック」（商品名）は多層化により大手製茶メーカーに、また、焼却時に塩化水素ガスが発生しない環境対応ＰＰ

（ポリプロピレン）シート「ピュアサーモ」（商品名）は耐寒性と容器の開けやすさの改良により大手コンビニエン

スストアの電子レンジ対応透明容器及び医療用キット商品の包装として、それぞれ採用が決定し順調な出荷が続いて

います。 

 当部門に係る研究開発費は28億円です。 

  

(3) 石油開発部門 

 該当事項はありません。 



(4) その他部門 

  電子材料事業では、有機ＥＬ（エレクトロルミネッセンス）において、青色発光材料の輝度半減寿命23,000時間

（明るさが半分になるまでの時間で、当社従来比約２倍）を達成し、携帯電話（メイン画面）、カーナビ、モバイル

テレビ等へのフルカラー有機ＥＬディスプレイの商品化に向け、材料性能を大きく伸ばしました。引き続きこれらの

用途拡大に向け、さらなる高性能化を目指した材料開発を推進していきます。 

 また、ＥＬや液晶ディスプレイに不可欠な透明電極材料として、加工し易くプロセスメンテナンスが少ないといっ

た製造上メリットで好評の「ＩＺＯ」は、それぞれのお客様の要望に合わせた新グレード開発を行い、更なる事業拡

大を目指していきます。なお、本材料の営業活動は平成17年４月１日より、住友金属鉱山㈱との共同出資会社である

ＩＳエレクトロード・マテリアルズ㈱に移管しています。 

 アグリバイオ事業では、トマトやナスの収穫時期でも使用可能な、散布後の汚れのない微生物農薬「ボトピカ」

（商品名）を開発し、平成17年９月より販売を開始しました。また、微生物農薬「ボトキラー」（商品名）は野菜類

に加え、柑橘類にも登録を拡大しました。畜産分野では畜舎の悪臭を軽減する、悪臭物質分解微生物を配合した新商

品「ファームキーパー」を開発し、平成17年10月より全国販売を開始しました。ヘルスケア分野では皮膚への浸透性

が向上し、保湿性能を高めた「自己乳化型γ-リノレン酸」を開発しました。これには皮膚細胞の増殖を促進する効

果も確認されており、今後化粧品を初めとした用途開発を進めます。農業や畜産、ヘルスケアなどアグリバイオ分野

でのリーディングカンパニーを目指し、微生物活用技術・天然素材活用技術をコア技術とする開発テーマのラインナ

ップを充実させました。 

 当部門に係る研究開発費は18億円です。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、当社のポリオレフィン事業を三井化学㈱との合弁会社㈱プライムポリマーへ継承す

るため、平成17年４月１日に会社分割を行いました。それに伴い千葉工場内の生産設備等を同社へ譲渡したため、同

工場内の生産設備等は前連結会計年度末に比べ減少しました。その内容は下記のとおりです。 

（注）消費税等は含まれていません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変更はあ

りません。 

(2) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

 (提出会社）  

事業所名 

 （所在地）  

事業の種類別セ

グメントの名称  
設備の内容  

  帳簿価額（百万円）  
従業員数

 （人） 
建物及び

構築物 
油槽  

機械装置及

び運搬具 
土地  その他  合計  

 千葉工場 

 (千葉県市原市) 
石油化学製品  

石油化学製

品生産設備  4,021 20 12,353 － 201 16,597 113 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 (注)平成17年９月13日の臨時株主総会において、資本減少及び定款の一部変更を行い、平成17年10月25日に資本減少

の効力発生により、優先株式が3,780,000株減少し、次のとおりとなりました。 

②【発行済株式】 

 （注） 優先株式の主な内容 

 １． 普通株式の配当に先立ち、１株当りの発行価額（１万円）に対し次の料率で計算した配当金を支払いま

   す。 

平成17年３月31日までの期間              3.3％ 

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの期間    4.0％ 

平成18年４月１日から平成19年３月31日までの期間    4.5％ 

平成19年４月１日以降                 5.0％ 

２．優先配当金の全部又は一部を支払わないときは、その不足額は翌営業年度以降に累積します。 

３．優先配当金を超えて配当は行いません。 

４．優先配当金の中間配当は行いません。 

５．残余財産の分配を行うときは、普通株主に先立って、発行価額と累積未払配当金を支払います。但し、優

先支払後の残余財産の分配は行いません。 

６．優先株主は株主総会の議決権を有しません。 

７．当社は、発行後１年を経過した後は、優先株式の全部又は一部を償還することができます。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 80,000,000 

優先株式 10,000,000 

計 90,000,000 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 80,000,000 

優先株式 6,220,000 

計 86,220,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 20,000,000 27,321,500 非上場 － 

優先株式 3,780,000 － 非上場 （注） 

計 23,780,000 27,321,500 － － 



(2)【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 (注) 当中間会計期間末後、以下の有償消却による資本減少と第三者割当による増資により、半期報告書提出日現在

において、発行済株式総数は27,321,500株、資本金は51,388百万円となりました。 

 １．平成17年10月25日に、優先株式の有償消却による資本減少により、発行済株式総数が3,780,000株、資本

金が38,661百万円減少しました。 

 ２．平成17年10月28日を払込期日とする第三者割当による増資により、発行済株式総数が7,321,500株、資本

金が51,250百万円増加しました。 

(4)【大株主の状況】 

① 普通株式 

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高 
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
 （百万円） 

平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 
－ 23,780,000 － 38,800 － 40 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済普通株式総
数に対する所有株
式数の割合（％） 

日章興産株式会社 東京都港区北青山一丁目３番６号 6,780 33.90 

出光興産株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目１番１号 3,255 16.28 

財団法人出光文化福祉財団 東京都目黒区青葉台三丁目４番15号 3,098 15.49 

出光興産社員持株会 東京都千代田区丸の内三丁目１番１号 2,747 13.73 

財団法人出光美術館 東京都千代田区丸の内三丁目１番１号 2,000 10.00 

出光 昭介  東京都港区三田二丁目８番12号 932 4.66 

出光 正和  東京都港区三田二丁目８番12号 379 1.90 

出光 正道  東京都港区三田二丁目８番12号 379 1.90 

東京海上日動火災保険株式会社  東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 32 0.16 

株式会社商船三井   大阪府大阪市北区中之島三丁目６番32号 32 0.16 

日本郵船株式会社  東京都千代田区丸の内二丁目３番２号 32 0.16 

計  ── 19,667 98.34 



② 優先株式 

 （注）三菱信託銀行株式会社は平成17年10月１日に、ＵＦＪ信託銀行株式会社と合併し、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

となりました。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済優先株式総
数に対する所有株
式数の割合（％） 

株式会社ユーエフジェイ銀行 愛知県名古屋市中区錦三丁目21番24号 800 21.16 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 800 21.16 

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 800 21.16 

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 300 7.94 

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝三丁目33番１号 300 7.94 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 300 7.94 

三菱信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 200 5.29 

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地七丁目18番24号 200 5.29 

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町一丁目13番２号 20 0.53 

株式会社大分銀行 大分県大分市府内町三丁目４番１号 20 0.53 

株式会社千葉銀行 千葉県千葉市中央区千葉港１番２号 20 0.53 

株式会社山口銀行 山口県下関市竹崎町四丁目２番36号 20 0.53 

計   ── 3,780 100.00 



(5)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）完全議決権株式（自己株式等）欄は、すべて当社所有の株式です。 

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

当社株式は上場していませんので、株価について該当事項はありません。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日以後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式       3,780,000 － 
「１(1)②発行済株式」

の「内容」の記載を参照

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等)  (注) 普通株式  3,255,500 － － 

完全議決権株式（その他）    普通株式 16,744,500 16,744,500 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 23,780,000 － － 

総株主の議決権 － 16,744,500 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済普通株式総
数に対する所有株
式数の割合（％） 

出光興産株式会社 

東京都千代田区丸

の内三丁目１番１

号 

3,255,500 － 3,255,500 16.28 

計 － 3,255,500 － 3,255,500 16.28 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省 

 令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38 

 号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。 

  

(3)当半期報告書は、当社が最初に提出する半期報告書であるため、前中間連結会計期間及び前中間会計期間との 

  比較分析は行っていません。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表に

ついて中央青山監査法人により中間監査を受けています。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金     115,996 168,205

２ 受取手形及び売掛金     316,810 318,786

３ 有価証券     － 36,997

４ たな卸資産     371,761 296,916

５ 繰延税金資産     11,033 15,788

６ デリバティブ資産     467 1,001

７ 繰延ヘッジ損失 ※５   3,064 332

８ その他     148,830 115,760

貸倒引当金     △1,458 △1,789

流動資産合計     966,506 43.3 951,999 42.7

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 ※３   

(1）建物及び構築物 ※１   147,843 154,703

(2）油槽 ※１   13,350 13,021

(3）機械装置及び運搬具 ※１   223,512 242,964

(4）土地  ※１   641,976 650,730

(5）建設仮勘定     9,222 6,286

(6）その他     4,722 4,841

有形固定資産合計     1,040,627 46.6 1,072,548 48.1

２ 無形固定資産     

(1）営業権     1,396 1,529

(2）鉱業権     12,646 13,336

(3）連結調整勘定     879 1,045

(4）その他     13,255 12,761

無形固定資産合計     28,178 1.3 28,672 1.3

３ 投資その他の資産     

(1）投資有価証券 ※１   112,779 82,754

(2）長期貸付金     9,361 10,152

(3）繰延税金資産     26,035 25,693

(4）繰延ヘッジ損失 ※５   － 9,533

(5）その他     50,062 48,573

貸倒引当金     △1,235 △1,354

投資その他の資産合計     197,002 8.8 175,353 7.9

固定資産合計     1,265,809 56.7 1,276,575 57.3

資産合計     2,232,316 100.0 2,228,574 100.0 

      
 



    
当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び買掛金     304,942 239,270

２ 短期借入金 ※１   435,300 470,504

３ 未払金     249,459 233,175

４ 未払法人税等     18,283 20,834

５ 繰延税金負債     0 435

６ 賞与引当金     7,628 7,650

７ デリバティブ負債     852 0

８ その他     38,297 63,915

流動負債合計     1,054,765 47.3 1,035,787 46.5

Ⅱ 固定負債     

１ 社債     85,500 78,900

２ 長期借入金 ※１   526,548 547,523

３ 繰延税金負債     25,025 22,686

４ 再評価に係る繰延税金負
債 

    102,796 105,391

５ 退職給付引当金     64,184 63,144

６ 修繕引当金     17,516 20,271

７ 北海道製油所事故引当金     － 1,397

８ 役員退職慰労引当金     1,234 1,165

９ デリバティブ負債     － 9,533

10 その他 ※５   14,973 14,378

固定負債合計     837,779 37.5 864,392 38.8

負債合計     1,892,544 84.8 1,900,179 85.3

      

 (少数株主持分）     

少数株主持分     28,460 1.3 34,122 1.5

      

（資本の部）     

Ⅰ 資本金     38,800 1.7 38,800 1.7

Ⅱ 資本剰余金     71 0.0 71 0.0

Ⅲ 利益剰余金     130,606 5.9 114,545 5.1

Ⅳ 土地再評価差額金     149,836 6.7 153,619 6.9

Ⅴ その他有価証券評価差額金     9,024 0.4 7,051 0.3

Ⅵ 為替換算調整勘定     △8,103 △0.4 △10,890 △0.4

Ⅶ 自己株式     △8,925 △0.4 △8,925 △0.4

資本合計     311,310 13.9 294,272 13.2

負債、少数株主持分及び資
本合計 

    2,232,316 100.0 2,228,574 100.0 



②【中間連結損益計算書】 

    
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,484,588 100.0   2,763,668 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,330,083 89.6   2,401,504 86.9 

売上総利益     154,504 10.4   362,164 13.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 運賃   28,608     68,290     

２ 人件費   20,762     44,994     

３ 賞与引当金繰入額   4,980     5,821     

４ 退職給付引当金繰入額   4,570     10,818     

５ 賃借料   9,442     17,863     

６ 減価償却費   5,863     13,768     

７ 作業費   20,460     49,123     

８ その他 ※１ 30,507 125,194 8.4 52,101 262,781 9.5 

営業利益     29,310 2.0   99,382 3.6 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   816     1,136     

２ 受取配当金   3,337     875     

３ 為替差益   3,546     2,006     

４ 補助金収入   3     1,339     

５ 匿名組合出資利益   60     －     

６ 持分法による投資利益   2,315     1,129     

７ その他   1,370 11,449 0.8 3,610 10,098 0.4 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   9,664     21,816     

２ 減価償却費   －     1,666     

３ 匿名組合出資損失   －     585     

４ その他   1,246 10,911 0.8 5,817 29,886 1.1 

経常利益     29,848 2.0   79,594 2.9 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※２ 641     7,973     

２ 投資有価証券売却益   6,668     15,854     

３ 関係会社株式売却益   55     －     

４ 退職金制度改定に伴う過
去勤務債務の償却額 

  －     10,218     

５ 事業移転利益 ※５ 4,830     －     

６ 営業権譲渡益   －     3,000     

７ その他   275 12,471 0.8 1,176 38,223 1.4 

 



    
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失               

１ 減損損失 ※６ 6,220     49,870     

２ 投資有価証券評価損   29     254     

３ 投資有価証券売却損   5     14     

４ 関係会社株式売却損   355     15     

５ 過年度修繕引当金繰入額   －     11,620     

６ 固定資産売却損 ※３ 246     824     

７ 固定資産除却損   1,579     4,671     

８ 北海道製油所事故損失   －     5,319     

９ 関係会社整理損   －     4,242     

10 その他 ※４ 544 8,982 0.6 8,202 85,035 3.1 

 税金等調整前中間（当期） 
 純利益 

    33,338 2.2   32,782 1.2 

 法人税、住民税及び事業税   17,544     38,265     

 法人税等調整額   1,970 19,514 1.3 △3,454 34,811 1.3 

 少数株主利益     180 0.0   3,865 0.1 

 中間純利益又は当期純損失(△)     13,642 0.9   △5,894 △0.2 



③【中間連結剰余金計算書】 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高   71 40

Ⅱ 資本剰余金増加高   

 １ 自己株式処分差益 － － 31 31

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期
末）残高 

  71 71

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高   114,545 117,647

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１ 中間純利益 13,642 －

２ 連結除外による剰余金
の増加高 

8 101

３ 土地再評価差額金取崩
額 

3,783 17,434 4,062 4,164

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１ 当期純損失 － 5,894

２ 配当金 1,372 1,372 1,372 7,267

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期
末）残高 

  130,606 114,545

    



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 

キャッシュ・フロー 
  

税金等調整前中間（当期）純利

益 
  33,338 32,782

 減価償却費   28,846 65,114

 減損損失   6,220 49,870

  退職給付引当金の増減額   1,019 △3,997

 修繕引当金の増減額   △2,755 12,980

 受取利息及び受取配当金   △4,153 △2,012

  匿名組合出資利益   △60 －

  匿名組合出資損失   － 585

 支払利息   9,664 21,816

 事業移転利益   △4,830 －

 固定資産売却益   △641 △7,973

 固定資産売却損   246 824

 投資有価証券売却益   △6,668 △15,854

 投資有価証券売却損   5 14

 投資有価証券評価損   29 254

 関係会社株式売却益   △55 －

 関係会社株式売却損   355 15

 関係会社整理損   － 4,242

 事業構造改革引当金の減少額   － △188

 売上債権の増加額   △11,370 △48,155

 たな卸資産の増加額   △88,452 △49,191

 仕入債務の増加額   71,085 8,826

 未払金の増加額   22,653 75,370

 その他   △45,687 △5,313

小計   8,790 140,011

 利息及び配当金の受取額   4,377 3,341

 利息の支払額   △10,405 △22,654

 法人税等の支払額   △20,009 △34,165

  営業活動による 

キャッシュ・フロー 
  △17,246 86,533

 



    
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 

キャッシュ・フロー 
  

 有価証券の償還による収入   － 7,959

 有形固定資産の取得による支出   △27,975 △43,231

 有形固定資産の売却による収入   2,198 17,166

 無形固定資産の取得による支出   △1,061 △4,026

 投資有価証券の取得による支出   △63 △20,001

 投資有価証券の売却による収入   5,909 27,726

 匿名組合清算による収入   － 16,146

 貸付金の純増減額   2,058 △1,854

 定期預金の純増減額   1,789 △1,196

 その他   △33 △2,986

  投資活動による 

キャッシュ・フロー 
  △17,178 △4,298

Ⅲ 財務活動による 

キャッシュ・フロー 
  

 短期借入金の純増減額   54,521 △67,013

 長期借入による収入   22,450 119,256

 長期借入金の返済による支出   △129,307 △211,488

 社債の発行による収入   6,474 47,191

 社債の償還による支出   － △20,000

 自己株式の取得による支出   － △1

 自己株式の売却による収入   － 366

 少数株主の増資引受による収入   － 321

 配当金の支払額   △1,372 △1,372

 少数株主への配当金支払額   △5,857 △2,925

  財務活動による 

キャッシュ・フロー 
  △53,092 △135,664

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る

換算差額 
  569 85

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減

額 
  △86,947 △53,343

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首

残高 
  203,484 256,752

Ⅶ 連結範囲の変更による現金

及び現金同等物の増減額 
  490 76

Ⅷ 会社分割に伴う現金及び現

金同等物の減少額 
  △1,062 － 

Ⅸ 現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
※１ 115,965 203,484 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数  62社 (1) 連結子会社の数 62社 

  うち 国内会社  37社 

在外会社  25社 

うち 国内会社 37社 

在外会社 25社 

  主要な連結子会社名 

出光ガスアンドライフ㈱、

出光オイルアンドガス開 

発㈱、出光タンカー㈱、 

アポロサービス㈱、出光 

エンジニアリング㈱、 

出光ユニテック㈱、 

出光大分地熱㈱、 

Idemitsu Apollo  

Corporation、  

Idemitsu Petroleum  

Norge AS、 

Idemitsu  

SM(Malaysia)Sdn.Bhd.、 

Idemitsu Queensland  

Pty.Ltd.、 

Apollo Resources Pty. 

Ltd. 

新規連結 １社 

 ＩＳエレクトロード・ 

 マテリアルズ㈱ 

  ＩＳエレクトロード・マテリ

アルズ㈱は、当中間連結会計期

間に新規に設立されたため、連

結の範囲に含めました。 

連結除外 １社 

宗像海運㈱ 

 宗像海運㈱は、当中間連結会

計期間に清算されたため、連結

の範囲から除外しました。 

 主要な連結子会社名は、「第

１ 企業の概況４．関係会社の

状況」に記載しているため、省

略しました。 

新規連結  ２社 

アポロホームガス中部㈱ 

㈱道東アポロ興発  

連結除外  ７社 

出光石油化学㈱ 

   出光カナダウラン㈱ 

 沖縄石油㈱ 

（旧社名沖縄石油精製㈱）  

 Idemitsu LPG USA 

 Corporation 

      光化学工業㈱ 

     Idemitsu Oil 

     Exploration  

     (BARROW)Pty.Ltd 

     IB Resources Pty.Ltd 

  アポロホームガス中部㈱と㈱

道東アポロ興発は、当連結会計年

度に株式の取得により子会社とな

ったため新規に連結の範囲に含め

ました。 

 また、出光石油化学㈱と出光カ

ナダウラン㈱は当連結会計年度に

当社と合併したため連結の範囲か

ら除外しました。 

  (2)主要な非連結子会社の名称等 

㈱アポロ22、出光ファインオ

イル㈱、沖縄アポロ㈱他 

(2)主要な非連結子会社の名称等 

㈱アポロ22、出光ファインオイ

ル㈱、沖縄アポロ㈱他  

  （連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） 

   非連結子会社はいずれも小規

模であり、合計の総資産・売上

高・中間純損益（持分相当

額)・利益剰余金（持分相当

額）は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためです。 

 非連結子会社はいずれも小規

模であり、合計の総資産・売上

高・当期純損益（持分相当額)・

利益剰余金（持分相当額）は、

いずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないためで

す。 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２.持分法の適用に関する事項 (1) 持分法適用会社の数 14社 

うち 非連結子会社  5社 

(1) 持分法適用会社の数 16社 

うち 非連結子会社  5社 

  Idemitsu  

Lube(Singapore)Pte.Ltd. 

㈱出光プランテック北海道

㈱出光プランテック千葉 

㈱出光プランテック愛知 

㈱出光プランテック徳山 

  

Idemitsu  

Lube(Singapore)Pte.Ltd. 

㈱出光プランテック北海道 

㈱出光プランテック千葉 

㈱出光プランテック愛知 

㈱出光プランテック徳山 

  うち 関連会社  9社 

出光クレジット㈱ 

北海道石油共同備蓄㈱ 

Apollo(Thailand) 

Co.,Ltd. 

台化出光石油化学股份有限

公司 

ＢＡＳＦ出光㈱ 

カルプ工業㈱ 

PIN Petroqumica Ltda 

ＰＳジャパン㈱ 

  ㈱プライムポリマー 

 新規持分法適用 １社 

  ㈱プライムポリマー 

 ㈱プライムポリマーは、当

中間連結会計期間に新規に設

立されたため持分法の適用範

囲に含めました。 

 持分法適用除外 ３社 

   出光ディーエスエム㈱ 

  Policarbonatos do 

  Brasil S.A. 

   日本ジーエムティー㈱ 

 当中間連結会計期間に、出

光ディーエスエム㈱は清算し

たため、Policarbonatos do B

rasil S.A.及び日本ジーエム

ティー㈱は当社の保有株式を

売却したため、持分法の適用

範囲から除外しました。 

うち 関連会社 11社 

出光クレジット㈱  

北海道石油共同備蓄㈱  

Apollo(Thailand) 

Co.,Ltd.  

台化出光石油化学股份有限

公司  

出光ディーエスエム㈱ 

ＢＡＳＦ出光㈱ 

カルプ工業㈱ 

Policarbonatos do  

Brasil S.A.  

日本ジーエムティー㈱ 

PIN Petroqumica Ltda  

ＰＳジャパン㈱  

  

  (2) 持分法を適用していない非連

結子会社（出光バルクターミナ

ル㈱他）及び関連会社（九州液

化瓦斯福島基地㈱、京葉シーバ

ース㈱他）は、中間純損益(持

分相当額)及び利益剰余金(持分

相当額)に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用範囲

から除外しています。 

  

(2) 持分法を適用していない非連

結子会社（出光バルクターミナ

ル㈱他）及び関連会社（九州液

化瓦斯福島基地㈱、京葉シーバ

ース㈱他）は、当期純損益(持

分相当額)及び利益剰余金(持分

相当額)に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用範囲

から除外しています。 

  

  (3) 持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異

なる会社については、各社の

中間会計期間に係る中間財務

諸表を使用しています。 

(3) 持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社に

ついては、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用しています。 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

(1) 連結子会社の中間決算日が中

間連結決算日と異なる会社は

次の25社です。 

 なお、これらの会社の中間

決算日は全て６月30日です。 

Idemitsu International(Asia) 

Pte.Ltd.・Idemitsu  

International(Europe)P.L.C.・

Idemitsu Apollo  

Corporation・Apollo America  

Corporation・出光中華有限公

司・ 

Asia Sunrise Co.,Pte.Ltd.・ 

Idemitsu Queensland Pty.Ltd.

及びその子会社４社・Apollo  

Resources Pty.Ltd.及びその子

会社２社・ 

Idemitsu Boggabri Coal Pty. 

Ltd.・Idemitsu Chemicals 

Europe P.L.C.・Idemitsu 

Chemicals (M)Sdn.Bhd. 

・Petrochemicals(Malaysia) 

Sdn.Bhd.・Idemitsu  

SM(Malaysia)Sdn.Bhd.・ 

Idemitsu Chemicals  

Southeast Asia Pte.Ltd.・ 

Idemitsu Chemicals(HongKong) 

Co.,Ltd.・高福化学工業股份有

限公司・Idemitsu Chemicals  

U.S.A.Corporation・ 

Idemitsu Petroleum Norge AS・

Idemitsu Uranium  

Exploration Canada Ltd. 

(1) 連結子会社の決算日が連結決

算日と異なる会社は次の25社で

す。 

 なお、これらの会社の決算日は

全て12月31日です。  

Idemitsu International(Asia) 

Pte.Ltd.・Idemitsu  

International(Europe)P.L.C.・

Idemitsu Apollo  

Corporation・Apollo America  

Corporation・出光中華有限公

司・ 

Asia Sunrise Co.,Pte.Ltd.・ 

Idemitsu Queensland Pty.Ltd.

及びその子会社４社・Apollo  

Resources Pty.Ltd.及びその子

会社２社・ 

Idemitsu Boggabri Coal Pty. 

Ltd.・Idemitsu Chemicals 

Europe P.L.C.・Idemitsu 

Chemicals (M)Sdn.Bhd. 

・Petrochemicals(Malaysia) 

Sdn.Bhd.・Idemitsu  

SM(Malaysia)Sdn.Bhd.・ 

Idemitsu Chemicals  

Southeast Asia Pte.Ltd.・ 

Idemitsu Chemicals(HongKong) 

Co.,Ltd.・高福化学工業股份有

限公司・Idemitsu Chemicals  

U.S.A.Corporation・ 

Idemitsu Petroleum Norge AS・

Idemitsu Uranium  

Exploration Canada Ltd. 

  (2) 上記の会社については、連結

子会社の中間決算日現在の中

間財務諸表を使用していま

す。 

 ただし、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引につ

いては、中間連結財務諸表作

成上、必要な調整を行ってい

ます。 

(2) 上記の会社については、連結

子会社の決算日現在の財務諸表

を使用しています。 

 ただし、連結決算日との間に

生じた重要な取引については、

連結財務諸表作成上、必要な調

整を行っています。 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法）

を採用しています。 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

      子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価

法を採用しています。 

    子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 時価法を採用していま

す。 

  時価は、中間期末前１

ヵ月の市場終値の平均価

額をもって算定し、評価

差額は全部資本直入法に

より処理しています。な

お、時価と比較する取得

原価は主として移動平均

法により算定していま

す。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 時価法を採用していま

す。 

  時価は、期末前１ヵ月

の市場終値の平均価額を

もって算定し、評価差額

は全部資本直入法により

処理しています。なお、

時価と比較する取得原価

は主として移動平均法に

より算定しています。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価

法を採用しています。 

時価のないもの 

同左 

  

  

  

  

匿名組合出資金 

  組合の財産の持分相当

額を計上しています。 

② たな卸資産 

 主として後入先出法に

よる原価法（一部低価

法）を採用しています。 

      匿名組合出資金 

同左 

  

② たな卸資産 

同左 

  ③ デリバティブ 

 時価法を採用していま

す。 

③ デリバティブ 

同左 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (2)  重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社

は、主として定率法を採用し

ています。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）につ

いては定額法を採用し、在外

連結子会社は主として定額法

を採用しています。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。 

建物及び構築物   5～50年 

油槽       10～25年 

機械装置及び運搬具 7～13年 

(2)  重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

 定額法を採用しています。 

 ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用していま

す。 

② 無形固定資産 

同左 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は過去の貸倒実績率を考慮し

て、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額

を計上しています。 

(3)  重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えて

将来の支給見込額のうち当中

間連結会計期間の負担額を計

上しています。 

② 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えて

将来の支給見込額のうち当期

の負担額を計上しています。 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職金支出に備え

るため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しています。 

 なお、退職給付信託設定後

の会計基準変更時差異は、７

年による均等額を費用処理

し、数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法によ

り、発生の翌連結会計年度よ

り費用処理しています。 

  

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職金支出に備え

るため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき当連結

会計年度末において発生して

いると認められる額を計上し

ています。 

 なお、退職給付信託設定後

の会計基準変更時差異は、７

年による均等額を費用処理

し、数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法によ

り、発生の翌連結会計年度よ

り費用処理しています。 

 過去勤務債務は、発生した

連結会計年度に一括費用処理

しています。 

  ④ 修繕引当金 

 将来の修繕費用の支出に備

えるため、定期修繕を必要と

する油槽及び機械装置並びに

船舶について将来発生すると

見積もられる点検修理費用の

うち、当中間連結会計期間の

負担額を計上しています。 

④ 修繕引当金 

 将来の修繕費用の支出に備

えるため、定期修繕を必要と

する油槽及び機械装置並びに

船舶について将来発生すると

見積もられる点検修理費用の

うち、当連結会計年度の負担

額を計上しています。  

 （会計方針の変更） 

 定期修繕を必要とする機械

装置の点検修理費用について

は、従来、支出時の費用とし

ていましたが、近時、定期点

検の周期が長期化してきてい

ることに伴い、期間損益をよ

り適切なものとするために対

応する期間に亘り引当計上す

る方法に変更しました。 

 この結果、従来の方法によ

った場合と比べて、営業利益

及び経常利益はそれぞれ1,110

百万円減少し、税金等調整前

当期純利益は12,786百万円減

少しました。 

 なお、セグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記載

しています。 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ⑤ ──────────── 

  

⑤ 北海道製油所事故引当金 

 平成15年９月の十勝沖地震

により損傷した油槽の補修費

用及び地震後に発生した火災

事故によって発生する諸費用

について、当連結会計年度末

時点で確実に発生が見込まれ

る額を合理的に見積もって計

上しています。 

 ⑥ 役員退職慰労引当金 

  当社及び一部の連結子会社

において、将来の役員退職慰

労金の支出に備えるため、内

規に基づく中間連結会計期間

末要支給額を計上していま

す。 

⑥ 役員退職慰労引当金 

 当社及び一部の連結子会社

において、将来の役員退職慰

労金の支出に備えるため、内

規に基づく期末要支給額を計

上しています。 

 （会計方針の変更）  

 役員退職慰労金について

は、従来、支給時の費用とし

ていましたが、当連結会計年

度に役員退職慰労金に係る内

規を制定したこと及び役員退

職慰労引当金の計上が会計慣

行として定着しつつあること

を踏まえ、役員退職慰労金を

在任する各期に合理的に配分

し期間損益の適正化と財務内

容の健全化を図るため、当連

結会計年度から当該内規に基

づく期末要支給額を役員退職

慰労引当金として計上する方

法に変更しました。 

 この結果、従来の方法によ

った場合と比べて、営業利益

及び経常利益はそれぞれ562百

万円減少し、税金等調整前当

期純利益は1,154百万円減少し

ました。 

 なお、セグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記載

しています。 

    

  

  

  

  

  

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (4) 重要なリース取引の処理方法 

 当社及び国内連結子会社は、

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ています。 

 在外連結子会社は、主として

通常の売買取引に準じた会計処

理によっています。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (5) 重要なヘッジ会計の方法 

 当社及び一部の連結子会社は

主に金利スワップ取引及び為替

予約取引を対象として、ヘッジ

会計を採用しています。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

同左 

  ① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジを採用していま

す。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

 為替予約  

 通貨オプション 

 取引 

  

 原油、石油製品  

 スワップ取引 

 先物取引 

 

 金利スワップ 

 オプション取引 

 外貨建債権債務 

 

  

原油及び石油製品

 

 

  

借入金  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ③ ヘッジ方針 

 当社及び一部の連結子会社

は各社の規程に基づきヘッジ

対象に係る価格変動リスク及

び金利・為替変動リスクをヘ

ッジすることを目的として実

需の範囲でのみ実施していま

す。 

 なお、金利スワップ取引及

び為替予約取引は取引数量を

実需の範囲内に限定していま

す。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

 金利スワップ取引、為替予

約取引及び商品スワップ取引

については、当該取引とヘッ

ジ対象となる資産・負債又は

予定取引に関する重要な条件

が同一であり、ヘッジ開始時

及びその後も継続して相場変

動又はキャッシュ・フロー変

動を相殺するものであること

が事前に想定されるため、有

効性の判定を省略していま

す。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

  (6) その他中間連結財務諸表作

成のための基本となる重要

な事項 

  消費税等の処理の方法 

 消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によって

います。 

(6) その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  

  消費税等の処理の方法 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっていま

す。 

 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっています。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ──────────── 

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準）  

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第6号

平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終

了する連結会計年度に係る連結財務諸表から

適用できることになったことに伴い、当連結

会計年度から同会計基準及び同適用指針を適

用しました。 

これにより税金等調整前当期純利益は

49,870百万円減少しました。 

 セグメント情報に与える影響は、当該箇所

に記載しています。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額か

ら直接控除しました。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりです。

（単位：百万円） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりです。

（単位：百万円） 

(1) 工場財団抵当      

建物及び構築物   87,597   

 油槽   11,375   

機械装置及び運搬具   137,270   

土地   600,148   

小計   836,391   

(2) その他担保      

投資有価証券   714   

建物及び構築物   359   

機械装置及び運搬具   11   

土地   3,324   

小計   4,410   

合計 840,801   

(1) 工場財団抵当    

建物及び構築物  88,643  

 油槽  9,948  

機械装置及び運搬具  138,750  

土地  604,593  

小計  841,935  

(2) その他担保    

投資有価証券  1,209  

建物及び構築物  372  

機械装置及び運搬具  2,416  

土地  3,324  

小計  7,323  

合計 849,258  

 担保付債務は次のとおりです。 

 （単位：百万円） 

 担保付債務は次のとおりです。 

 （単位：百万円） 

長期借入金             

（含む１年以内返済） 

523,389 

 

   

長期借入金 

（含む１年以内返済） 

619,592 

  

２ 偶発債務 ２ 偶発債務 

 連結会社以外の下記会社等に対し、債

務保証又は経営指導念書差入れを行って

います。（単位：百万円） 

 連結会社以外の下記会社等に対し、債

務保証又は経営指導念書差入れを行って

います。（単位：百万円） 

従業員 5,293 

千葉フェノール㈱ 3,167 

徳山ポリプロ㈱ 2,860 

ひびき灘開発㈱ 1,330 

九州液化瓦斯福島基地㈱ 1,275 

天津出光潤滑油有限公司  1,249 

(40,000千人民元、6,000千US$)

ユニオン石油工業㈱ 685 

その他 2,061 

合計 17,922 

従業員 5,798 

千葉フェノール㈱ 3,609 

徳山ポリプロ㈱ 3,072 

ひびき灘開発㈱ 1,416 

九州液化瓦斯福島基地㈱ 1,325 

ユニオン石油工業㈱ 1,266 

(7,074 千US$を含む)

POLY-STAR COMPOUNDS  

SDN．BHD． 
601 

(21,950 千RMを含む)

その他 1,628 

(1,700千RM、501CA$を含む)

合計 18,719 

※３ 有形固定資産の減価償却累計額は 

 1,698,551百万円です。 

※３ 有形固定資産の減価償却累計額は 

 1,794,987百万円です。 

４ 特定融資枠契約 

 当社グループは、運転資金の効率的な

調達を行うため、主要取引銀行８行で作

られるシンジケート団と特定融資枠契約

を締結しています。当該契約に基づく当

中間連結会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりです。  

特定融資枠の総額  130,000百万円

借入実行残高 －  

差引 130,000百万円

４ 特定融資枠契約 

 当社グループは、運転資金の効率的な

調達を行うため、主要取引銀行８行で作

られるシンジケート団と特定融資枠契約

を締結しています。当該契約に基づく当

連結会計年度末の借入未実行残高は次の

とおりです。  

特定融資枠の総額  130,000百万円

借入実行残高 －  

差引 130,000百万円

 



（中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※５ 繰延ヘッジ利益と相殺する前の繰延ヘ

ッジ損失の総額 

 短期の繰延ヘッジ損失3,180百万円及

び繰延ヘッジ利益115百万円を相殺し 

3,064百万円を短期の繰延ヘッジ損失と

して「流動資産」に表示しています。ま

た、長期の繰延ヘッジ損失14,408百万円

及び繰延ヘッジ利益14,444百万円を相殺

し、長期の繰延ヘッジ利益35百万円をそ

の他として「固定負債」に表示していま

す。 

※５ 繰延ヘッジ利益と相殺する前の繰延ヘ

ッジ損失の総額 

 短期の繰延ヘッジ利益1,249百万円及

び繰延ヘッジ損失1,582百万円を相殺し

332百万円を短期の繰延ヘッジ損失とし

て「流動資産」に表示しています。ま

た、長期の繰延ヘッジ利益9,212百万円

及び繰延ヘッジ損失18,746百万円を相殺

し、9,533百万円を長期の繰延ヘッジ損

失として「投資その他の資産」に表示し

ています。 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 研究開発費の総額は、6,587百万円で

す。 

※１ 研究開発費の総額は、11,559百万円で

す。 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

す。（単位：百万円） 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

す。（単位：百万円） 

土地(油槽所跡地、 

ＳＳ跡地等) 

635

建物等 6

計 641

土地（ＳＳ用地、厚生施設

用地等） 
1,116 

船舶 6,556 

建物・構築物・機械装置等 300 

計 7,973 

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

す。（単位：百万円） 

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

す。（単位：百万円） 

土地  160

建物等 86

計 246

土地（ＳＳ用地、厚生施設

用地等） 
690 

建物・構築物・機械装置等 133 

計 824 

※４    ─────────── ※４ 従来、連結子会社であった出光石油化

学㈱は退職給付会計基準変更時差異を５

年償却し、連結上は当社の償却年数に合

わせて７年償却に修正していました。し

かしながら、当連結会計年度において同

社を合併した際に、当社個別財務諸表

上、５年償却した退職給付引当金を引き

継いだため、過年度における連結上の退

職給付会計基準変更時差異の償却額との

差額2,519百万円を特別損失に計上して

います。 

※５ 当社及び在外連結子会社３社のポリオ

レフィン事業を移転したことにより発生

したものです。 

※５   ─────────── 

 



当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※６ 減損損失 ※６ 減損損失 

 (1) 減損損失を認識した資産又は資産グル

ープと減損損失の金額及び主な資産の種

類ごとの当該金額 

 用途 

  
 場所 

  
減損損失額 

(百万円) 

（遊休資産）   

  

  製油所 

 

兵庫製油所跡地 
土地     3,061 

  (兵庫県姫路市)   

  

  ＳＳ 

 

 奈良ＳＳ 

（奈良県奈良市） 

 他22件 

土地      243 

建物他     22 

     計      265 

  

 油槽所他 

 

神戸油槽所跡地他 

(兵庫県神戸市) 

土地   2,820 

建物他     71 

     計    2,892 

 (1) 減損損失を認識した資産又は資産グル

ープと減損損失の金額及び主な資産の種

類ごとの当該金額 

 用途 

  
 場所 

  
減損損失額 

(百万円) 

（遊休資産）   

  

  製油所 

 

兵庫製油所跡地 

土地   15,803 

機械装置  112 

  (兵庫県姫路市)   計   15,915 

  

  ＳＳ 

 

 旭川ＳＳ 

（北海道旭川市） 

 他172件 

土地   4,529 

建物他  3,274 

     計    7,803 

  

 油槽所他 

 

浮島油槽所跡地他 

(神奈川県川崎市) 

土地  22,714 

建物他  1,892 

     計   24,607 

（賃貸ビル他）   

 

賃貸ビル他 
 立川ビル 

土地    438 

建物他  1,105 

  （東京都立川市）  計    1,544 

 (2) 減損損失の認識に至った経緯について 

 当社グループは、これまで収益力強化

と資産効率向上のために、供給面におい

ては製油所の閉鎖、他社との物流協力に

よる油槽所の廃止を行い、販売面では不

採算ＳＳの廃止を進めてまいりました。 

 これにより生じた遊休資産について

は、今後の使用見込みがなく、土地の市

場価格が著しく下落したため、帳簿価額

を正味売却価額まで減額しました。 

 以上の認識に基づく帳簿価額の減少額

6,220百万円を減損損失として特別損失

に計上しました。 

 (2) 減損損失の認識に至った経緯について 

 当社グループは、これまで収益力強化

と資産効率向上のために、供給面におい

ては製油所の閉鎖、他社との物流協力に

よる油槽所の廃止を行い、販売面では不

採算ＳＳの廃止を進めてまいりました。 

 これにより生じた遊休資産について

は、今後の使用見込みがなく、土地の市

場価格が著しく下落したため、帳簿価額

を正味売却価額まで減額しました。 

 また、賃貸ビル他については、賃貸料

単価の下落により収益性が著しく悪化し

たため、帳簿価額を使用価値にまで減額

しました。 

 以上の認識に基づく帳簿価額の減少額

49,870百万円を減損損失として特別損失

に計上しました。 

 (3) 資産をグルーピングした方法 

 遊休資産については、個別に取り扱い

ました。 

 資産のグルーピングは、事業の種類別

セグメントを基本にして行い、賃貸ビル

他については、継続的な収支の把握単位

である一棟もしくは一施設単位にてグル

ーピングしました。 

 (3) 資産をグルーピングした方法 

      同左 

 (4) 回収可能価額の算定方法 

 遊休資産の回収可能価額は、土地の正

味売却価額により測定しており、重要性

の高い資産（製油所等）については、不

動産鑑定評価基準に基づいた評価額を基

準としました。その他の遊休土地につい

ては、路線価及び固定資産税評価額を基

準とした評価額により測定しました。 

 (4) 回収可能価額の算定方法 

 遊休資産の回収可能価額は、土地の正

味売却価額により測定しており、重要性

の高い資産（製油所等）については、不

動産鑑定評価基準に基づいた評価額を基

準としました。その他の遊休土地につい

ては、路線価及び固定資産税評価額を基

準とした評価額により測定しました。 

 賃貸ビル他の回収可能価額は、使用価

値により測定しており、将来キャッシ

ュ・フローは4.9％で割り引いて算出し

ました。 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

（単位：百万円） （単位：百万円） 

現金及び預金勘定 115,996

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △31

 現金及び現金同等物 115,965

現金及び預金勘定 168,205

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,717

取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資（有価証券） 
36,997

 現金及び現金同等物 203,484

  

２ 当中間連結会計期間に㈱プライムポリマ

ーへ会社分割により移管した資産及び負

債の内訳 

  

２    ───────────    

  

（単位：百万円）

             流動資産 28,465

             固定資産 18,524

             資産合計 46,990

             流動負債 15,089

             負債合計 15,089

                 差引 31,900

 



（リース取引関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

  リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．借主側 １．借主側 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額

相当額 
 

減価償却

累計額 

相当額 

 

中間期末

残高相当

額 

 (百万円) (百万円) (百万円)

機械装置 

及び運搬具 
11,200 5,319 5,881

工具器具 

備品 
9,448 4,529 4,919

その他 637 344 292

合計 21,286 10,192 11,093

 
取得価額

相当額 
 

減価償却

累計額 

相当額 

 
期末残高

相当額 

 (百万円) (百万円) (百万円)

機械装置 

及び運搬具 
10,037 4,187 5,850

工具器具 

備品 
9,362 4,020 5,341

その他 804 363 441

合計 20,204 8,571 11,633

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

 （百万円）

１年内 7,392

１年超 13,850

合計 21,243

 （百万円）

１年内 7,384

１年超 15,074

合計 22,459

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

 （百万円）

支払リース料 2,322

減価償却費相当額 2,158

支払利息相当額 180

 （百万円）

支払リース料 4,372

減価償却費相当額 4,050

支払利息相当額 438

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっています。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ています。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

  

２．貸主側 

  

２．貸主側 

 未経過リース料中間期末残高相当額  未経過リース料期末残高相当額 

  （百万円）

１年内 3,761

１年超 6,975

合計 10,737

  （百万円）

１年内 3,765

１年超 7,163

合計 10,928

(注) 上記は、すべて転貸リース取引に係

る貸主側の未経過リース料中間期末残

高相当額です。なお、当該転貸リース

取引は、おおむね同一の条件で第三者

にリースしていますので、ほぼ同額の

残高が上記の借主側の未経過リース料

中間期末残高相当額に含まれていま

す。 

  

(注) 上記は、すべて転貸リース取引に係

る貸主側の未経過リース料期末残高相

当額です。なお、当該転貸リース取引

は、おおむね同一の条件で第三者にリ

ースしていますので、ほぼ同額の残高

が上記の借主側の未経過リース料期末

残高相当額に含まれています。 



（有価証券関係） 

当中間連結会計期間末（平成17年9月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

前連結会計年度末（平成17年3月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

 株式 21,285 36,267 14,982 

合計 21,285 36,267 14,982 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券   

国債・地方債 141 

(2）その他有価証券   

非上場株式 7,338 

投資事業有限責任組合出資金 7,234 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額（百万円） 

 株式 33,104 44,924 11,820 

合計 33,104 44,924 11,820 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券   

コマーシャルペーパー 36,997 

国債・地方債 141 

(2)その他有価証券   

非上場株式 7,583 

投資事業有限責任組合出資金 7,174 



（デリバティブ取引関係） 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）１．時価の算定方法 

    先物為替相場及び取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しています。 

   ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いています。 

   ３．上記評価損益は中間連結損益計算書に計上されています。 

   ４．当社グループが行うデリバティブ取引は、業務上発生する為替・金利・商品価格変動リスクをヘッジする目的

で実需の範囲内で行っており、収益確保を目的とした投機的取引は行っていません。 

前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）１．時価の算定方法 

    先物為替相場及び取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しています。 

   ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いています。 

   ３．上記評価損益は連結損益計算書に計上されています。 

   ４．当社グループが行うデリバティブ取引は、業務上発生する為替・金利・商品価格変動リスクをヘッジする目的

で実需の範囲内で行っており、収益確保を目的とした投機的取引は行っていません。 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

通貨 為替予約取引    

  売建米ドル 28,603 29,002 △398 

  買建米ドル 119,772 121,910 2,137 

 オプション取引    

  買建米ドルプット 662 0 0 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

通貨 為替予約取引    

  売建米ドル 6,753 6,857 △104 

  買建米ドル 79,613 81,043 1,430 

 オプション取引    

  買建米ドルプット 416 0 0 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１. 事業区分は、内部管理上採用している区分によっています。 

２．各事業区分に属する主な製品又は事業内容 

(1）石油製品   ：ガソリン・ナフサ、灯油・軽油、重油等石油製品、潤滑油、ＬＰガス、海運業等 

(2）石油化学製品 ：エチレン等石油化学製品 

     (3）石油開発   ：石油資源の調査、探鉱、開発及び販売 

     (4）その他    ：石炭事業、自動車関連商品、リース事業、電子材料事業、建設・保全工事等 

  

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっています。 

２．各事業区分に属する主な製品又は事業内容 

(1）石油製品   ：ガソリン・ナフサ、灯油・軽油、重油等石油製品、潤滑油、ＬＰガス、海運業等 

(2）石油化学製品 ：エチレン等石油化学製品 

     (3）石油開発   ：石油資源の調査、探鉱、開発及び販売 

     (4）その他    ：石炭事業、自動車関連商品、リース事業、電子材料事業、建設・保全工事等 

        ３．石炭の国内販売事業、電子材料事業等は、前連結会計年度は「石油製品部門」に含めておりましたが、当 

      該事業の重要性が増したため、「その他部門」に区分を変更しています。この変更による当連結会計年度 

      の影響額は、「石油製品部門」で外部顧客に対する売上高が56,449百万円、セグメント間の内部売上高が 

      24百万円、営業費用が54,304百万円、営業利益が2,169百万円減少し、「その他部門」では外部顧客に対す 

      る売上高が56,449百万円増加、セグメント間の内部売上高が9,910百万円減少、営業費用が44,369百万円、 

      営業利益が2,169百万円増加しています。 

 

石油製品 

（百万円） 

石油化学製

品 

（百万円）

石油開発 

（百万円）

その他 

（百万円）

計 

 （百万円）

消去又は全

社 

（百万円） 

連結 

（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 1,118,422 267,743 28,095 70,327 1,484,588 － 1,484,588 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
1,532 754 － 3,911 6,198 (6,198) － 

計 1,119,955 268,498 28,095 74,238 1,490,787 (6,198) 1,484,588 

営業費用 1,127,728 251,512 12,657 69,467 1,461,365 (6,087) 1,455,278 

営業利益又は営業損失（△） △7,773 16,985 15,437 4,771 29,421 (111) 29,310 

 

石油製品 

（百万円） 

石油化学製

品 

（百万円）

石油開発 

（百万円）

その他 

（百万円）

計 

 （百万円）

消去又は全

社 

（百万円） 

連結 

（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 2,083,645 477,671 72,776 129,574 2,763,668 － 2,763,668 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
84,181 22,382 － 12,446 119,009 (119,009) － 

計 2,167,826 500,054 72,776 142,020 2,882,678 (119,009) 2,763,668 

営業費用 2,146,003 469,511 34,891 132,923 2,783,330 (119,044) 2,664,286 

営業利益 21,823 30,542 37,885 9,097 99,348 34 99,382 



 会計方針の変更 

１．修繕引当金の計上基準の変更 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４．(4)⑤」に記載のとおり、定期修繕を必要とする機械

装置の点検修理費用については、従来、支出時の費用としていましたが、近時、定期点検の周期が長期化してきて

いることに伴い、期間損益をより適切なものとするために対応する期間に亘り引当計上する方法に変更しました。

 この結果、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業費用は、石油製品部門で2,773百万円増

加、石油化学製品部門で1,662百万円減少し、営業利益は石油製品部門で2,773百万円減少、石油化学製品部門で

1,662百万円それぞれ増加しています。 

２．役員退職慰労引当金の計上基準の変更 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４．(4)⑧」に記載のとおり、役員退職慰労金について

は、従来、支給時の費用としていましたが、当連結会計年度に役員退職慰労金に係る内規を制定したこと及び役員

退職慰労引当金の計上が会計慣行として定着しつつあることを踏まえ、役員退職慰労金を在任する各期に合理的に

配分し期間損益の適正化と財務内容の健全化を図るため、当連結会計年度から当該内規に基づく期末要支給額を役

員退職慰労引当金として計上する方法に変更しました。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業費用は、石油製品部門で546百万円増加、

石油化学製品部門で16百万円増加し、営業利益は石油製品部門で546百万円減少、石油化学製品部門で16百万円減

少しています。  

  

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれの期間も90％を超えているため、所在地別セグ

メント情報の記載を省略しています。 

【海外売上高】 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 海外売上高の合計が、いずれの期間も連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しています。



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純利益及び当期純損失の算定上の基礎は以下の通りです。 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 16,289円10銭

１株当たり中間純利

益 
769円50銭

１株当たり純資産額 15,242円32銭

１株当たり当期純損

失 
427円05銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載していません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、１株当たり

当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載していませ

ん。 

項目 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月 １日 

 至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 

（自 平成16年４月 １日 

 至 平成17年３月31日） 

中間純利益又は当期純損失（△） 

（百万円） 
13,642 △5,894 

普通株主に帰属しない金額の内訳 

（うち利益処分による優先配当額） 

（百万円） 

758 

(758) 

  

1,247 

(1,247) 

  

普通株式に係る中間純利益又は当期純

損失（△）（百万円） 
12,884 △7,142 

期中平均株式数     

普通株式（千株） 16,744 16,724 



（重要な後発事象） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１. 資本減少（優先株式の有償消却による減

資） 

────────  

 平成17年９月13日開催の臨時株主総会

及び優先株主による種類株主総会におい

て、優先株式の有償消却による減資を決

議し、平成17年10月25日に実施しまし

た。 

当該資本減少の内容は次のとおりです。 

 

(1)資本減少の目的 

 優先株主に対し、第三者割当増資によ

る普通株式の新株発行又は自己株式の処

分による普通株式の譲渡を行うため、優

先株式を有償消却しました。  

  

(2)資本減少の内容 

①減少すべき資本の額 

 当社の資本の額を38,661,651,000円減

少しました。 

②資本減少の方法 

 優先株式3,780,000株全てを有償消却

する方法により行いました。 

  

(3)資本減少の日程  

①債権者異議申述最終期日 

 平成17年10月14日 

②株式提出最終期日 

 平成17年10月24日 

③減資の効力発生日 

 平成17年10月25日 

  

２. 第三者割当増資による新株式の発行 ────────   

 平成17年８月23日開催の取締役会、平

成17年９月13日開催の臨時株主総会及び

普通株主による種類株主総会において、

第三者割当増資による新株発行を決議

し、平成17年10月28日に払込みが完了し

ました。 

当該新株発行の内容は次のとおりです。 

  

(1)発行する株式の種類及び数 

普通株式    7,321,500株 

  

(2)発行価額    １株につき7,000円   

(3)発行価額の総額  51,250,500,000円   

(4)資本組入額    １株につき7,000円   

(5)資本組入額の総額 51,250,500,000円   

(6)払込期日  平成17年10月28日   

(7)配当起算日 平成17年10月１日   

 



当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(8)割当先及び株数   

㈱三井住友銀行 601,600株 

日本生命保険(相) 571,400  

東京海上日動火災保険

㈱  

557,100  

中央三井信託銀行㈱ 428,500  

㈱みずほコーポレート 

銀行 

285,700  

ＤＢＪ新産業創造投資 

事業組合 

285,700  

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 285,700  

住友生命保険(相) 264,200  

第一生命保険(相) 192,800  

㈱りそな銀行 142,800  

㈱クレディセゾン 142,800  

㈱商船三井 142,800  

日本郵船㈱ 142,800  

三井化学㈱ 142,800  

その他（665社） 3,134,800  

  

(9)資金使途  

 既存設備の維持及び更新、新規事業へ

の投資、有利子負債の削減等に充当 

  

(10)その他  

 当社は株式の上場へ向けて準備を進め

ており、今回の新株発行により普通株式

を取得した者は、㈱東京証券取引所の定

める「上場前の公募又は売出し等に関す

る規則」第25条、並びに「上場前の公募

又は売出し等に関する規則の取扱」第21

条の規定に基づき、新株発行の効力発生

日から上場日以後６ヶ月間を経過する日

（当該日において新株発行の効力発生日

以後１年間を経過していない場合には、

新株発行の効力発生日以後１年間を経過

する日）まで、今回の新株発行により取

得した株式を所有する等の確約を得てい

ます。 

  

 



当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３. 自己株式の処分 ────────  

 平成17年８月23日開催の取締役会、平

成17年９月13日開催の臨時株主総会にお

いて、既存設備の維持及び更新、新規事

業への投資、有利子負債の削減等に充当

するため、自己株式の処分を決議し、平

成17年10月28日に払込みが完了しまし

た。 

当該自己株式の処分の内容は以下のとお

りです。 

  

(1)譲渡先及び株数 

㈱ユーエフジェイ銀行  1,285,700株 

住友信託銀行㈱         1,285,700 

㈱三井住友銀行           684,100 

  

(2)処分株式の種類及び総数 

 普通株式      3,255,500株 

  

(3)処分価額     １株につき7,000円 

  

  

(4)処分価額の総額  22,788,500,000円 

  

  

(5)払込期日     平成17年10月28日   

(6)その他  

 当社は株式の上場へ向けて準備を進め

ており、今回の自己株式の処分により普

通株式を取得した者は、「２.第三者割当

増資による新株式の発行」の「(10)その

他」に記載している規則の趣旨に基づき

同様の期間、今回の自己株式の処分によ

り取得した株式を所有する等の確約を得

ています。 

  



(2)【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金     65,153 107,011

２ 受取手形     1,407 3,608

３ 売掛金     257,320 262,013

４ 有価証券     － 36,997

５  たな卸資産     331,125 266,871

６  未収入金     115,572 82,345

７ 繰延ヘッジ損失  ※５    1,971 1,215

８ その他     92,755 70,260

貸倒引当金     △1,107 △1,310

流動資産合計     864,199 42.0 829,013 40.7

Ⅱ 固定資産       

１ 有形固定資産  ※１      

(1) 建物 ※２   68,506 73,183

(2) 構築物 ※２   62,502 65,134

(3) 機械装置  ※２    152,964 171,039

(4) 土地  ※２    637,764 645,364

(5) その他 ※２   24,369 22,798

有形固定資産合計     946,108 46.0 977,521 47.9

２ 無形固定資産     11,476 0.6 12,256 0.6

３ 投資その他の資産       

(1) 投資有価証券 ※２   48,996 57,801

(2) 関係会社株式     119,370 83,596

(3) 繰延ヘッジ損失 ※５   192 9,208

(4) その他     65,922 70,514

貸倒引当金     △905 △1,010

投資その他の資産
合計 

    233,576 11.4 220,110 10.8

固定資産合計     1,191,162 58.0 1,209,887 59.3

資産合計     2,055,361 100.0 2,038,901 100.0

        

 



    
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１ 買掛金     261,699 203,696

２ 短期借入金     302,231 252,896

３ 1年以内返済予定
の長期借入金 

 ※２    121,019 205,427

４ 未払金     255,327 235,013

５ 賞与引当金     6,025 6,080

６ その他     43,049 65,232

流動負債合計     989,351 48.1 968,346 47.5

Ⅱ 固定負債       

１ 社債     85,500 78,900

２ 長期借入金  ※２    521,338 541,678

３ 再評価に係る繰延
税金負債 

    102,796 105,391

４ 退職給付引当金     62,629 61,603

５ 修繕引当金     16,882 19,598

６ 北海道製油所事故
引当金 

    － 1,397

７ 役員退職慰労引当
金 

    1,225 1,154

８ その他     6,989 16,991

固定負債合計     797,360 38.8 826,715 40.5

負債合計     1,786,712 86.9 1,795,061 88.0

 



    
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）       

Ⅰ 資本金     38,800 1.9 38,800 1.9

Ⅱ 資本剰余金       

１ 資本準備金   40   40

資本剰余金合計     40 0.0 40 0.0

Ⅲ 利益剰余金       

１ 利益準備金   930   793

２ 任意積立金       

(1)特別償却準備金   1,551   971

(2)海外投資等損失
準備金 

  553   869

(3)固定資産圧縮積
立金 

  32,663   32,633

(4)優先配当準備金   756   623

３ 中間（当期）未
処分利益 

  47,657   21,389

利益剰余金合計     84,112 4.1 57,281 2.8

Ⅳ 土地再評価差額金     149,836 7.3 153,619 7.6

Ⅴ その他有価証券評
価差額金 

    8,284 0.4 6,523 0.3

Ⅵ 自己株式     △12,424 △0.6 △12,424 △0.6

資本合計     268,649 13.1 243,839 12.0

負債資本合計     2,055,361 100.0 2,038,901 100.0

         



②【中間損益計算書】 

    
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,289,892 100.0 2,321,786 100.0

Ⅱ 売上原価     1,172,573 90.9 2,071,543 89.2

売上総利益     117,319 9.1 250,243 10.8

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    102,296 7.9 201,527 8.7

営業利益     15,022 1.2 48,715 2.1

Ⅳ 営業外収益       

１ 受取利息   465   763

２ 有価証券利息   0   73

３ 受取配当金   13,892   1,206

４ 為替差益   2,737   3,148

５ 補助金収入   3   1,339

６ 匿名組合出資利
益 

  60   －

７ その他   932 18,091 1.4 1,741 8,273 0.3

Ⅴ 営業外費用       

１ 支払利息   9,411   19,174

２ 社債利息   135   179

３ 減価償却費   －   1,666

４ 匿名組合出資損
失 

  －   585

５ その他   1,010 10,557 0.8 4,784 26,390 1.1

経常利益     22,557 1.8 30,598 1.3

 



    
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益       

１ 固定資産売却益  ※１  492   1,375

２ 関係会社株式売却
益 

  52   －

３ 関係会社清算益   4,434   －

４ 投資有価証券売却
益 

  6,663   15,799

５ 事業移転利益  ※６  4,607   －

６ 退職金制度改定に
伴う過去勤務債務
の償却額 

  －   10,218

７ 損害賠償収入   －   433

８ 貸倒引当金戻入益   200   －

９ その他   － 16,451 1.2 131 27,958 1.2

Ⅶ 特別損失       

１ 減損損失  ※４  6,220   40,847

２ 過年度修繕引当金
繰入額 

  －   7,476

３ 過年度役員退職慰
労引当金繰入額 

  －   592

４ 関係会社支援損   －   626

５ 北海道製油所事故
損失 

  －   5,319

６ 固定資産売却損  ※２  237   706

７ 関係会社株式売却
損 

  222   －

８ 固定資産除却損  ※３  1,496   3,598

９ その他   35 8,212 0.6 2,190 61,357 2.6

税引前中間純利益
又は税引前当期純
損失(△) 

    30,796 2.4 △2,800 △0.1

法人税、住民税及
び事業税 

  3,559   193

法人税等調整額   2,817 6,376 0.5 2,891 3,084 0.1

中間純利益又は当
期純損失（△） 

    24,420 1.9 △5,884 △0.2

前期繰越利益     19,453 38,407

土地再評価差額金
取崩額 

    3,783 4,062

合併による抱合せ
株式消却損 

    － △15,195

中間（当期）未処
分利益 

    47,657 21,389

         



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法）を採

用しています。  

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を

採用しています。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 時価法を採用しています。 

時価は、中間期末前１ヵ月の

市場終値の平均価額をもって

算定し、評価差額は全部資本

直入法により処理していま

す。なお、時価と比較する取

得原価は移動平均法により算

定しています。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を

採用しています。 

匿名組合出資金 

   組合の財産の持分相当額を

計上しています。 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

 時価法を採用しています。 

時価は、期末前１ヵ月の市場

終値の平均価額をもって算定

し、評価差額は全部資本直入

法により処理しています。な

お、時価と比較する取得原価

は移動平均法により算定して

います。  

時価のないもの 

同左 

  

匿名組合出資金 

同左 

  

  (2）たな卸資産 

製品・商品（未着商品を除

く）・半製品 

 後入先出法による原価法を

採用しています。 

原油（未着原油を除く） 

 後入先出法による低価法を

採用しています。 

未着商品及び未着原油 

 個別法による原価法を採用

しています。 

原材料 

 総平均法による原価法を採

用しています。 

貯蔵品 

 移動平均法による原価法を

採用しています。 

(2）たな卸資産 

製品・商品（未着商品を除

く）・半製品 

同左 

  

原油（未着原油を除く） 

同左 

  

未着商品及び未着原油 

同左 

  

原材料 

同左 

  

貯蔵品 

同左 

  

  (3）デリバティブ 

 時価法を採用しています。 

(3）デリバティブ 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しています。

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については定額

法を採用しています。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

 

  

  建物及び構築物  ５～50年

油槽 10～25年

機械装置及び車

両運搬具  
７～13年

工具器具備品 ２～10年

  

 



項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しています。 

 ただし、自社利用ソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用していま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては過去の貸倒実績率を考慮

して、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込

額を計上しています。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  (2）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えて

将来の支給見込額のうち当中

間会計期間の負担額を計上し

ています。 

(2）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えて

将来の支給見込額のうち当事

業年度の負担額を計上してい

ます。 

  

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職金支出に備え

るため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間会

計期間末において発生してい

ると認められる額を計上して

います。 

 なお、退職給付信託設定後

の会計基準変更時差異は、７

年による均等額を費用処理

し、数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法によ

り、発生の翌事業年度より費

用処理しています。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職金支出に備え

るため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると

認められる額を計上していま

す。 

 なお、退職給付信託設定後

の会計基準変更時差異は、７

年による均等額を費用処理

し、数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法によ

り、発生の翌事業年度より費

用処理しています。 

 過去勤務債務は発生した事

業年度に一括費用処理してい

ます。 

 



項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (4）修繕引当金 

 将来の修繕費用の支出に備

えるため、定期修繕を必要と

する油槽及び機械装置につい

て将来発生すると見積もられ

る点検修理費用のうち、当中

間会計期間の負担額を計上し

ています。 

  

(4）修繕引当金 

 将来の修繕費用の支出に備

えるため、定期修繕を必要と

する油槽及び機械装置につい

て将来発生すると見積もられ

る点検修理費用のうち、当事

業年度の負担額を計上してい

ます。 

 （会計方針の変更） 

 定期修繕を必要とする機械

装置の点検修理費用について

は、従来、支出時の費用とし

ていましたが、近時、定期点

検の周期が長期化してきてい

ることに伴い、期間損益をよ

り適切なものとするために対

応する期間に亘り引当計上す

る方法に変更しました。 

 この結果、従来の方法によ

った場合と比べて、営業利益

及び経常利益はそれぞれ

2,390百万円減少し、税引前

当期純損失は9,922百万円増

加しました。 

  (5）     ──────── 

  

  

  

  

  

(5）北海道製油所事故引当金 

 平成15年９月の十勝沖地震

により損傷した油槽の補修費

用及び地震後に発生した火災

事故によって発生する諸費用

について、当事業年度末時点

で確実に発生が見込まれる額

を合理的に見積もって計上し

ています。 

  

 



項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (6）役員退職慰労引当金 

 将来の役員退職慰労金の支

出に備えるため、内規に基づ

く中間会計期間末要支給額を

計上しています。 

  

(6）役員退職慰労引当金 

 将来の役員退職慰労金の支

出に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上してい

ます。 

(会計方針の変更）  

 役員退職慰労金について

は、従来、支給時の費用とし

ていましたが、当事業年度に

役員退職慰労金に係る内規を

制定したこと及び役員退職慰

労引当金の計上が会計慣行と

して定着しつつあることを踏

まえ、役員退職慰労金を在任

する各期に合理的に配分し期

間損益の適正化と財務内容の

健全化を図るため、当事業年

度から当該内規に基づく期末

要支給額を役員退職慰労引当

金として計上する方法に変更

しました。 

 この結果、従来の方法によ

った場合と比べて、営業利益

及び経常利益はそれぞれ546

百万円減少し、税引前当期純

損失は1,138百万円増加しま

した。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンスリース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっています。 

同左 

  

 



項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジを採用していま

す。  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

 為替予約 

 通貨オプション 

 取引 

  

 原油、石油製品  

 スワップ取引 

 先物取引 

  

 金利スワップ 

 オプション取引 

外貨建債権債務 

 

 

原油及び石油製品

 

  

 

借入金  

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3）ヘッジ方針  

 当社は社内規程に基づきヘ

ッジ対象に係る価格変動リス

ク及び金利変動リスクをヘッ

ジすることを目的として実需

の範囲でのみ実施していま

す。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップ取引、商品ス

ワップ取引については、当該

取引とヘッジ対象となる資

産・負債又は予定取引に関す

る重要な条件が同一であり、

ヘッジ開始時及びその後も継

続して相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動を相殺するも

のであることが事前に想定さ

れるため、有効性の判定を省

略しています。  

(3）ヘッジ方針  

同左 

 

  

  

  

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の処理の方法 

 消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってい

ます。  

消費税等の処理の方法 

同左  

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

  固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第6号 平成15

年10月31日）が平成16年３月31日に終了する

事業年度に係る財務諸表から適用できること

になったことに伴い、当事業年度から同会計

基準及び同適用指針を適用しました。 

 これにより税引前当期純損失は40,847百万

円増加しました。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から

直接控除しました。 

  

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

有形固定資産の減価償却累計額は、 

1,525,127百万円です。 

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

有形固定資産の減価償却累計額は、

1,607,243百万円です。 

  

※２ 担保資産及び担保付債務 

    (単位：百万円) 

※２ 担保資産及び担保付債務  

   (単位：百万円) 

(1) 工場財団抵当  

建物 45,879

構築物 40,427

油槽 11,375

機械装置 137,032

車両運搬具 11

工具器具備品  206

土地 594,073

小計 829,003

(2) その他担保  

投資有価証券 704

建物 340

構築物 18

機械装置 11

土地 3,324

小計 4,400

合計 833,403

(1) 工場財団抵当  

建物 46,757

構築物 40,568

油槽 9,948

機械装置 138,534

車両運搬具 11

工具器具備品  205

土地 598,518

小計 834,541

(2) その他担保  

投資有価証券 1,199

建物 352

構築物 19

機械装置 12

土地 3,324

小計 4,909

合計 839,450

担保付債務は次のとおりです。 

長期借入金 

(含む１年以内返済) 

523,389

担保付債務は次のとおりです。 

長期借入金 

(含む１年以内返済) 

618,610

 



当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

３ 偶発債務 

 次の関係会社等について、金融機関から

の借入に対し債務保証又は経営指導念書の

差入れを行っています。(単位：百万円) 

３ 偶発債務 

 次の関係会社等について、金融機関から

の借入に対し債務保証又は経営指導念書の

差入れを行っています。(単位：百万円) 

(1) 債務保証 

保証先 金額  

従業員 5,293 

Idemitsu Chemicas (M)  

Sdn. Bhd. 
4,118 

 (36,064千

US＄) 

徳山ポリプロ㈱ 2,860 

Idemitsu Queensland 

Pty.Ltd. 

1,879 

(21,347千

AUD) 

Idemitsu  

International  

(Asia)Pte.Ltd.  

1,415 

(12,392千

US$) 

九州液化瓦斯福島 

基地㈱ 
1,275 

Idemitsu Uranium  
Exploration Canada  
Ltd. 

886 

(7,330千

US$、

501CA$) 

天津出光潤滑油有限公司 564 

 (40,000千

 人民元) 

出光大分地熱㈱ 534 

Pt.Idemitsu.Lube. 

Techno.Indonesia. 
452 

(3,960千

US$) 

出光タンカー㈱ 351 

熊本樹脂㈱  300 

Pt Idemitsu  
Compounding  
Indonesia 

251 

(2,200千

US$) 

その他（３社） 105 

(250千

US$を含む)

合計  20,285 

(1) 債務保証 

保証先 金額  

従業員 5,798 

Idemitsu Chemicas (M) 

Sdn. Bhd. 
4,397 

 (40,537千

US＄) 

徳山ポリプロ㈱ 3,072 

九州液化瓦斯福島 

基地㈱ 
1,325 

出光タンカー㈱ 702 

出光大分地熱㈱ 682 

天津出光潤滑油有限公司 520 

 (4,800千 

 US＄) 

Idemitsu Chemicais 

Southeast Asia Pte. 

Ltd. 

320 

(2,961千

US$) 

熊本樹脂㈱  309 

Pt Idemitsu  
Compounding  
Indonesia 

256 

(2,369千

US$) 

Idemitsu Uranium  
Exploration Canada  
Ltd.  

294 

(2,303千

US$、

501CA＄) 

その他（4社） 334 

(750千

US$、850千

GBPを含む)

合計  18,014 

(2) 経営指導念書 

千葉フェノール㈱ 3,167 

ひびき灘開発㈱  1,330 

天津出光潤滑油有限公司   685 

(6,000千

US$) 

ユニオン石油工業㈱ 685 

 合計  5,867 

(2) 経営指導念書 

千葉フェノール㈱ 3,609 

ひびき灘開発㈱ 1,416 

ユニオン石油工業㈱ 1,266 

(7,074千

US$含む) 

 合計  6,292 

 



当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

４ 特定融資枠契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため、主要取引銀行８行で作られるシ

ンジケート団と特定融資枠契約を締結し

ています。当該契約に基づく当中間会計

期間末の借入未実行残高は次のとおりで

す。  

特定融資枠の総額  130,000百万円

借入実行残高 －  

差引 130,000百万円

４ 特定融資枠契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため、主要取引銀行８行で作られるシ

ンジケート団と特定融資枠契約を締結し

ています。当該契約に基づく当事業年度

末の借入未実行残高は次のとおりです。  

特定融資枠の総額  130,000百万円

借入実行残高 －  

差引 130,000百万円

※５ 繰延ヘッジ利益と相殺する前の繰延ヘ 

ッジ損失の総額  

※５ 繰延ヘッジ利益と相殺する前の繰延ヘ

ッジ損失の総額  

 短期の繰延ヘッジ利益の残高はありま

せんので、繰延ヘッジ損失との相殺は行

っておりません。 

 また、長期の繰延ヘッジ利益14,216百

万円及び繰延ヘッジ損失14,408百万円を

相殺し、192百万円を「投資その他の資

産」の繰延ヘッジ損失に表示していま

す。 

 短期の繰延ヘッジ利益366百万円及び繰

延ヘッジ損失1,582百万円を相殺し1,215

百万円を「流動資産」の繰延ヘッジ損失

に表示しています。 

 また、長期の繰延ヘッジ利益9,212百万

円及び繰延ヘッジ損失18,421百万円を相殺

し、9,208百万円を「投資その他の資産」

の繰延ヘッジ損失に表示しています。 



（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月 1日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月 1日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

す。 

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

す。 

土地(油槽所跡地、 

ＳＳ跡地等) 

490百万円

建物等 2  

計 492百万円

土地(油槽所跡地、 

ＳＳ跡地等) 

1,116百万円

構築物 259  

計 1,375百万円

※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

す。 

  

※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

す。 

  

土地  154百万円

建物等 83  

計 237百万円

  

土地  594百万円

建物等 112  

計 706百万円

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

す。 

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

す。 

  

建物 236百万円

構築物 146  

機械装置  310  

撤去工事代等  801  

計 1,496百万円

  

建物 727百万円

構築物 543  

機械装置  1,201  

撤去工事代等  1,125  

計 3,598百万円

 



当中間会計期間 
（自 平成17年４月 1日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月 1日 
至 平成17年３月31日） 

※４ 減損損失 ※４ 減損損失 

(1)減損損失を認識した資産又は資産グルー

プと減損損失の金額及び主な資産の種類

ごとの当該金額の内訳 

用途 

  
場所 

  
減損損失額 

(百万円) 

（遊休資産）  

 製油所 兵庫製油所跡地 土地     3,061 

   (兵庫県姫路市)  

 ＳＳ 

  奈良ＳＳ 

（奈良県奈良市） 

  他22件 

土地     243 

建物他     22 

     計       265 

  

 油槽所他 

 

神戸油槽所跡地他 

土地     2,820 

建物他      71 

  (兵庫県神戸市)  計     2,892 

(1)減損損失を認識した資産又は資産グループ

と減損損失の金額及び主な資産の種類ごと

の当該金額の内訳 

用途 

  
場所 

  
減損損失額 

(百万円) 

（遊休資産）  

 製油所 兵庫製油所跡地 
土地    15,803 

機械装置   112 

   (兵庫県姫路市)  計    15,915 

 ＳＳ 

  旭川ＳＳ 

（北海道旭川市） 

  他172件 

土地    4,529 

建物他   3,274 

     計     7,803 

  

 油槽所他 

 

浮島油槽所跡地他

土地    13,820 

建物他   1,763 

  (神奈川県川崎市)  計    15,584 

（賃貸ビル他）  

 賃貸ビル他  立川ビル 
土地     438 

建物他   1,105 

  (東京都立川市)  計     1,544 

(2)減損損失の認識に至った経緯について 

 当社は、これまで収益力強化と資産効率

向上のために、供給面においては製油所の

閉鎖、他社との物流協力による油槽所の廃

止を行い、販売面では不採算ＳＳの廃止を

進めてまいりました。 

 これにより生じた遊休資産については、

今後の使用見込みがなく、土地の市場価格

が著しく下落したため、帳簿価額を正味売

却価額まで減額しました。 

 以上の認識に基づく帳簿価額の減少額

6,220百万円を減損損失として特別損失に

計上しました。 

(2)減損損失の認識に至った経緯について 

 当社は、これまで収益力強化と資産効率

向上のために、供給面においては製油所の

閉鎖、他社との物流協力による油槽所の廃

止を行い、販売面では不採算ＳＳの廃止を

進めてまいりました。 

 これにより生じた遊休資産については、

今後の使用見込みがなく、土地の市場価格

が著しく下落したため、帳簿価額を正味売

却価額まで減額しました。 

 また、賃貸ビル他については、賃貸料単

価の下落により収益性が著しく悪化したた

め、帳簿価額を使用価値にまで減額しまし

た。 

 以上の認識に基づく帳簿価額の減少額

40,847百万円を減損損失として特別損失に

計上しました。 

(3)資産をグルーピングした方法 

 遊休資産については、個別に取り扱い

ました。 

 資産のグルーピングは、事業の種類別

セグメントを基本にして行い、賃貸ビル

他については、継続的な収支の把握単位

である一棟もしくは一施設単位にてグル

ーピングしました。  

(3)資産をグルーピングした方法 

      同左 

 



当中間会計期間 
（自 平成17年４月 1日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月 1日 
至 平成17年３月31日） 

(4)回収可能価額の算定方法  

 遊休資産の回収可能価額は、土地の正

味売却価額により測定しており、重要性

の高い資産(製油所等)については、不動

産鑑定評価基準に基づいた評価額を基準

としました。その他の遊休土地について

は、路線価及び固定資産税評価額を基準

とした評価額により測定しました。 

  

(4)回収可能価額の算定方法  

 遊休資産の回収可能価額は、土地の正味

売却価額により測定しており、重要性の高

い資産(製油所等)については、不動産鑑定

評価基準に基づいた評価額を基準としまし

た。その他の遊休土地については、路線価

を基準とした評価額により測定しました。

 賃貸ビル他の回収可能価額は、使用価値

により測定しており、将来キャッシュ・フ

ローは4.9％で割り引いて算出しました。 

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

(1)有形固定資産 19,579百万円

(2)無形固定資産 511百万円

(1)有形固定資産 36,852百万円

(2)無形固定資産 847百万円

   

※６ 当社のポリオレフィン事業を移転した

ことにより発生したものです。  

※６   ──────────── 



（リース取引関係） 

（借主側） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

   リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

   リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額

相当額 
  

減価償却

累計額相

当額 

  

中間期末

残高相当

額 

  (百万円)  (百万円)  (百万円)

機械装置及

び運搬具 
6,763  3,282  3,480

工具器具備

品 
9,665  5,189  4,475

その他 249  173  76

合計 16,678  8,645  8,032

  
取得価額

相当額 
 

減価償却

累計額相

当額 

 
期末残高

相当額 

  (百万円) (百万円) (百万円)

機械装置及

び運搬具 
6,628 3,053 3,574

工具器具備

品 
9,667 4,911 4,755

その他 459 362 97

合計 16,755 8,327 8,428

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

  （百万円）

１年内 3,137

１年超 5,233

合計 8,371

  （百万円）

１年内 3,075

１年超 5,837

合計 8,913

３．支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

  （百万円）

支払リース料 1,742

減価償却費相当額 1,539

支払利息相当額 119

  （百万円）

支払リース料 3,107

減価償却費相当額 2,759

支払利息相当額 236

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっています。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ています。 

同左 



（有価証券関係） 

 当中間会計期間末(平成17年９月30日)及び前事業年度末(平成17年３月31日)のいずれにおいても子会社株式及

び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純利益及び当期純損失の算定上の基礎は以下の通りです。 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 13,741円28銭

１株当たり中間純利

益 
1,413円14銭

１株当たり純資産額 12,230円43銭

１株当たり当期純損

失 
406円44銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載していません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、１株当たり

当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載していませ

ん。 

項目 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月 １日 

 至 平成17年９月30日）

前事業年度 

（自 平成16年４月 １日 

 至 平成17年３月31日） 

中間純利益又は当期純損失（△） 

（百万円） 
24,420 △5,884 

普通株主に帰属しない金額の内訳 

（うち利益処分による優先配当額） 

（百万円） 

758 

(758) 

  

1,247 

(1,247) 

  

普通株式に係る中間純利益又は当期純

損失（△）（百万円） 
23,662 △7,131 

期中平均株式数     

普通株式（千株） 16,744 17,547 



（重要な後発事象） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１. 資本減少（優先株式の有償消却による減

資） 

───────────  

 平成17年9月13日開催の臨時株主総会

及び優先株主による種類株主総会におい

て、優先株式の有償消却による減資を決

議し、平成17年10月25日に実施しまし

た。 

当該資本減少の内容は次のとおりです。 

 

(1)資本減少の目的 

 優先株主に対し、第三者割当増資によ

る普通株式の新株発行又は自己株式の処

分による普通株式の譲渡を行うため、優

先株式を有償消却しました。  

  

(2)資本減少の内容 

①減少すべき資本の額 

 当社の資本の額を38,661,651,000円減

少しました。 

②資本減少の方法 

 優先株式3,780,000株全てを有償消却

する方法により行いました。 

  

(3)資本減少の日程  

①債権者異議申述最終期日 

 平成17年10月14日 

②株式提出最終期日 

 平成17年10月24日 

③減資の効力発生日 

 平成17年10月25日 

  

２. 第三者割当増資による新株式の発行 ───────────  

 平成17年８月23日開催の取締役会、平

成17年9月13日開催の臨時株主総会及び

普通株主による種類株主総会において、

第三者割当増資による新株発行を決議

し、平成17年10月28日に払込みが完了し

ました。 

当該新株発行の内容は次のとおりです。 

  

(1)発行する株式の種類及び数 

普通株式      7,321,500株 

  

(2)発行価額     １株につき7,000円   

(3)発行価額の総額  51,250,500,000円   

(4)資本組入額    １株につき7,000円   

(5)資本組入額の総額 51,250,500,000円   

(6)払込期日  平成17年10月28日   

(7)配当起算日 平成17年10月１日   

 



当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(8)割当先及び株数   

㈱三井住友銀行 601,600株 

日本生命保険(相) 571,400  

東京海上日動火災保険

㈱  

557,100  

中央三井信託銀行㈱ 428,500  

㈱みずほコーポレート 

銀行 

285,700  

ＤＢＪ新産業創造投資 

事業組合 

285,700  

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 285,700  

住友生命保険(相) 264,200  

第一生命保険(相) 192,800  

㈱りそな銀行 142,800  

㈱クレディセゾン 142,800  

㈱商船三井 142,800  

日本郵船㈱ 142,800  

三井化学㈱ 142,800  

その他（665社） 3,134,800  

  

(9)資金使途  

 既存設備の維持及び更新、新規事業へ

の投資、有利子負債の削減等に充当 

  

(10)その他  

 当社は株式の上場へ向けて準備を進め

ており、今回の新株発行により普通株式

を取得した者は、㈱東京証券取引所の定

める「上場前の公募又は売出し等に関す

る規則」第25条、並びに「上場前の公募

又は売出し等に関する規則の取扱」第21

条の規定に基づき、新株発行の効力発生

日から上場日以後６ヶ月間を経過する日

（当該日において新株発行の効力発生日

以後１年間を経過していない場合には、

新株発行の効力発生日以後１年間を経過

する日）まで、今回の新株発行により取

得した株式を所有する等の確約を得てい

ます。 

  

 



当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３. 自己株式の処分  ───────────   

 平成17年８月23日開催の取締役会、平

成17年9月13日開催の臨時株主総会におい

て、既存設備の維持及び更新、新規事業

への投資、有利子負債の削減等に充当す

るため、自己株式の処分を決議し、平成

17年10月28日に払込みが完了しました。 

当該自己株式の処分の内容は以下のとお

りです。 

  

(1)譲渡先及び株数 

㈱ユーエフジェイ銀行  1,285,700株 

住友信託銀行㈱         1,285,700 

㈱三井住友銀行           684,100 

  

(2)処分株式の種類及び総数 

普通株式        3,255,500株 

  

(3)処分価額     １株につき7,000円   

(4)処分価額の総額  22,788,500,000円   

(5)払込期日       平成17年10月28日   

(6)その他  

 当社は株式の上場へ向けて準備を進め

ており、今回の自己株式の処分により普

通株式を取得した者は、「２. 第三者割

当増資による新株式の発行」の「(10)そ

の他」に記載している規則の趣旨に基づ

き同様の期間、今回の自己株式の処分に

より取得した株式を所有する等の確約を

得ています。 

  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

 １．有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第90期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 平成17年６月29日関東財務局長に提出 

 ２．有価証券報告書の訂正報告書 

 （第90期有価証券報告書に係る訂正報告書）         平成17年９月13日関東財務局長に提出 

 （第90期有価証券報告書に係る訂正報告書）         平成17年12月20日関東財務局長に提出 

 ３．有価証券届出書（第三者割当による増資）及びその添付書類 

 平成17年８月23日関東財務局長に提出 

 ４．有価証券届出書の訂正届出書 

 （平成17年８月23日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書） 平成17年９月13日関東財務局長に提出 

 （平成17年８月23日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書） 平成17年９月20日関東財務局長に提出 

 （平成17年８月23日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書） 平成17年10月11日関東財務局長に提出 

 （平成17年８月23日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書） 平成17年12月20日関東財務局長に提出 

 ５．臨時報告書 

 （証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に 

関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告書）    平成17年11月２日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

出 光 興 産 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている出光興産株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、出光興産株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は１．優先株式の有償消却による減資、２．第三者割当増資による新株式の発行、

３．自己株式の処分を行った。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 山   豁 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 平 井 久 也 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 定 盛 順 一 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

出 光 興 産 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている出光興産株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第９１期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、出光興

産株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は１．優先株式の有償消却による減資、２．第三者割当増資による新株式の発行、

３．自己株式の処分を行った。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 山   豁 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 平 井 久 也 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 定 盛 順 一 
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